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教育長が語るLeader’s VIEW
山形県

教委と現場で進める学力向上へのステップ　
熊本県熊本市

創造的働き方改革のすすめ
─実践の第一歩─

神奈川県横浜市の取り組み

データで教育を読むBenesse Report
あこがれの存在が将来観に及ぼす影響

連 載

インタビュー 兵庫教育大学大学院　教授　日渡　円
 国立教育政策研究所　総括研究官　植田みどり
 関東学院大学　准教授　牧瀬　稔
事例 群馬県伊勢崎市／北海道東川町／
 大阪府枚方市

ひとを育てる　まちを創る

教育行政のこれから

特 集
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　目指す子ども像に「笑顔いっぱい、あいさついっぱい、歌
声いっぱい」の３つのいっぱいを掲げる、福岡県飯塚市立
片島小学校。立

たてやま

山俊
としはる

治校長は、「自分の思いをしっかり表現
し、相手のどんな思いも受け入れられる、やさしく、たく
ましい人に育ってほしいと願っています。笑顔とあいさつ、
歌は、その第一歩になると考え、大切にしています」と語る。
　同校が長年力を入れているのが、知識構成型ジグソー法＊

を取り入れた授業づくりだ。課題について自分の考えを説
明し、相手の考えを聞き、比較・検討・分析する過程を通じて、
学習の質を高めるとともに、心を育むというねらいもある。
　「発言の場があることで、発表が苦手でも一生懸命考えを
伝えようとします。仲間もそれをしっかり聞いて、１年生
でもみんなが納得できるよう話し合っていく姿が見られま
す」と、立山校長は胸を張る。

　２０１７年度には、Pepper社会貢献プログラムにて無償で
貸与されたロボット「ペッパー」を活用したプログラミング
学習を始めた。「ペッパー」におしゃべりをさせたり、手の動
作をさせたりするプログラミングを通して、論理的に考え
て行動する力を身につけていく。「地域の紹介をしたり、病
気の予防法を学ぶクイズを出したりと、『ペッパー』をどう
活用すればみんなの役に立つのかを考えるという、子ども
の豊かな発想に驚かされています」と、立山校長はほほえむ。
　ほかにも、近隣の高校と連携して高校生を招いて行う英
語学習や、地域の高齢者に歌を披露したり一緒に遊んだり
する「いきいきサロン」など、様々な人との交流の機会を
設けている。そうした数々の経験は、英語スピーチコンテ
ストで発表をしたり、小学生討論会に出場したりと、思い
を伝える場を自ら広げることにつながっていく。

思いを伝えられる力を
今号の表紙　福岡県　飯塚市立片

か た し ま

島小学校

◎1874 年開校。学校教育目標は「心身ともに健康で、自主・自律
の精神に富み、勤労と責任を重んじ、豊かな国際感覚をもった児
童の育成」。飯塚市教育委員会の施策を受け、協調学習を取り入
れた授業づくり、外国語教育、プログラミング学習などを推進。

飯塚市立
片島小学校

校長　立山俊治先生　　
児童数　428人
学級数　16 学級（うち特別支援学級３）
URL　http://www.city-iizuka.ed.jp/katashima/

未来に
　つながる
学びの情景

10 年以上前から国際
交流や英語教育を推
進。毎日英語に触れら
れるよう、朝のチャン
ツや英語の掲示物など
に工夫を凝らす。毎年
行われる近隣校の高
校生による英語の授業
を、子どもたちは楽し
みにしている。

「いきいきサロン」は
月１回、地域の高齢者
と交流を深める場だ。
子どもたちが準備した
カルタやけん玉などで
一緒に遊ぶ中で、高
齢者にも笑顔があふ
れる。

知識構成型ジグソー
法を取り入れた授業
は、全学年で行ってい
る。国語と算数から研
究を始め、今では全
教科で実践している。
自分の考えを伝える経
験を重ねることで、ど
の学力層の子どもも自
信を持って発表できる
ようになっていく。

漢字や英語のクイズを出したり歌を歌ったりと、多様なプログラムを内蔵するロボッ
ト「ペッパー」は、子どもたちに大人気。プログラミング学習を行うのは４～６年
生だが、ＩＣＴを身近に感じられるよう、低学年の子どもにも定期的に「ペッパー」
と触れ合う機会を設けている。

＊ジグソーパズルを解くように、協力して全体像を浮かび上がらせる協調学習法の１つ。ある課題について、複数の視点で 書かれた資料を読む「エキスパート活動」、そこで得た
知識を交換し、考えを深めていく「ジグソー活動」、全体でグループの 意見を交換する「クロストーク活動」の３つの活動から成る。
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　山形県教育委員会では、２０１５年
度、１０年間の教育行政の方向性を定
めた「第６次山形県教育振興計画」
を策定しました。基本目標に「人間
力に満ちあふれ、山形の未来をひら
く人づくり」を掲げ、それを具現化
した姿として、３つの要素から成る
「目指す人間像」を設定しました（図）。
　１つめは「『いのち』をつなぐ人」
です。人権や道徳に関する教育、体
験学習や異学年交流などを通して、
自己の生命を尊重し、他者の存在や
多様性を受け入れられる子どもの育

成を目指します。２つめは「学び続
ける人」です。確かな学力を土台と
して、探究心を持って学び続ける力
を育成します。３つめは「地域とつ
ながる人」です。地域コミュニティ
の一員として地域にかかわり、郷土
に愛着と誇りを持つ人を育てます。
それら３つを実現していく観点から、
様々な教育施策を展開しています。

　本県の特徴であり、実践を蓄積し
ているのが、「学び続ける人」の育成
に深くかかわる探究型学習です。小・
中・高一貫で取り組んでおり、身に

つけた知識を適切な場面で活用して
問題解決を図る力を育成しています。
　探究型学習を導入したきっかけは、
文部科学省「全国学力・学習状況調査」
の結果から、言語活動や探究的な学
習のさらなる充実を図る必要があっ
たことです。ただ、それだけではあ
りません。探究型学習によって、先
行きが不透明な社会を生き抜くため
に、自ら進んで学び、知識を更新す
る力を伸ばしてほしいからです。さ
らに、教員の資質・能力の向上にも
つなげていく必要があります。先生
方には、子どもの心に火をつけると
ともに、主体的・対話的で深い学び
をデザインする力を磨いてほしいと
考えています。
　実践と並行して、学びの成果の測
定も大切にしてきました。指標の１
つとする「全国学力・学習状況調査」
のＢ問題では、正答率が全国平均を
上回る問題も多く、一定の成果が出
ています。
　また、２０１６年度から「山形県学力
等調査」として、県独自の合教科型・
総合型の調査問題を作成し、小学５
年生と中学２年生を対象に実施して
います。本調査では、教科の枠にとら

＊山形県教育委員会提供資料を基に編集部で作成。

ひろせ・わたる　1977年、山形県庁に入庁。山形県商工観光部長、企画振興部長、企業局企業管理者などを歴任後、2016 年度から現職。

夢や希望を持って、その実現に向け行動し続ける姿勢。地域の窓から世界を
見るなど広い視野で物事を考え、より高い価値の創造に挑戦し続ける姿勢。

図　山形県が掲げる「目指す人間像」

「いのち」を
つなぐ人

地域と
つながる人

学び
続ける人

学び続けることを通して、知徳
体を磨き、自ら考え、主体的に
判断する力と、変化や困難に直
面しても柔軟かつ的確に対応で
きる、しなやかに生きぬく人。

自分の存在や生き方を大切にし、同時に
他者の生命や生き方を尊重する人。先人
から自分へと受け継がれてきた生命の縦
糸を次の世代につないでいく人。

地域コミュニティの一員とし
て、地域に積極的に参画し続け、
地域の未来をきりひらいていく
人。郷土を愛し、様々な形で地
域とつながり続ける人。

広い視野と高い志を持って（全体を貫く基本姿勢）

いのちをつなぎ、学び続け、
地域とつながる人の育成を

探究型学習や言語活動などを通して、
地域の未来を切り拓く人材を育てる
山形県教育委員会　教育長　廣瀬 渉
山形県では、いのち・学び・地域をキーワードにした「目指す人間像」を全県で共有し、探究型学習や英語教育、新聞を
活用した教育活動などの施策を打ち出し、次代を生き抜く力を育成しています。廣瀬渉教育長がそのねらいを語ります。

合教科型・総合型の学力調査を
探究型学習の成果指標として開発

教育長が語る　Leader's VIEW
第4 回
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われずに知識・技能を活用できる思
考力・判断力・表現力等をより具体
的に捉えるため、「広げながら考え
る」「深めながら考える」「組み立て
ながら考える」の３つの「思考の場
面」を基に評価します。その結果から、
子どもたちの思考力・判断力・表現
力等が着実に向上していることが分
かっています。もちろん、結果に一喜
一憂せず、小学校段階からしっかり
と学びを積み上げることが最も大切
であることは言うまでもありません。
　英語教育にも、力を入れています。
２０１５年度から３年間、文部科学省
「英語教育強化地域拠点事業」のモデ
ル地域に鶴岡地区が指定され、小・中・
高が連携し、郷土のよさを世界に発
信できる確かな英語力の育成を図っ
てきました。現在はその発展事業と
して、県内の６中学校区で小・中・
高の教員による合同研修や相互授業
参観、１２年間を貫く系統的なＣＡＮ

─ＤＯリストの作成などを進め、英語
運用能力の向上に取り組んでいます。
２０１８年度は、詳細な英語力の分析
による授業改善のために６校の中学
２年生が「ＧＴＥＣ」＊１を受検しました。

　２０２０年度から「第６次山形県教
育振興計画」が後半期に入ることを
視野に、現在、次の学びのテーマを
議論しています。有識者による検討
会では、これまで続けてきた不易の
学びを大切にしつつ、グローバル化
やＩＣＴ、ＡＩなどへの対応を強化する
方向で進めています。さらに、デー
タサイエンスやEdTech＊２といった分
野も視野に入れ、新たなツールを取
り入れながら探究型学習を進化させ
ることも重要視しています。
　一方、不易の学びの一環として、
２０１７年度から小・中学校において、

新聞を活用した学習を始めました。
時代を問わず学びの基本となる読解
力を高めようと、各校の実践を県内
で共有しています。記事の要約、関
心を持ったテーマに関する議論やス
ピーチ、複数紙の比較読みなどが、
授業や家庭学習で展開されています。
　そうした様々な新しい学びを充実
させるためには、教員が力量を発揮
できる環境を整えることも大事です。
働き方改革の一環として、２０１７年度、
５００項目以上にわたる教員の業務を
分析し、対応策を議論しました。そ
の結果を基に各校が改善を進め、現
時点で８００件近くの実践事例のプロ
セスと結果を共有しています。
　子どもの人生を豊かにするために
教育の果たす役割は大きくなる一方
です。これからもグローバルに活躍
する力を備えつつ、ふるさと山形に
心を寄せて社会に貢献できる人材の
育成に努めていきます。

業務改善事例を共有し、
教員が力を発揮できる環境を

◎東北地方の日本海側に位置し、蔵王山や月
がっさん

山、鳥海山など日本百名山に数えられる山々に囲まれ、米沢、山形、新庄の各盆
地と庄内平野を流れる最上川などの美しい自然に恵まれる。南から置

おきたま

賜、村山、最上、庄内の４地域に大きく区分される。

人口　約 109万人　面積　約 9,323㎢　公立学校数　小学校 251校、中学校 100校、義務教育学校１校、高校 47校、特別支援
学校 18校　児童・生徒数　約 10万人　　電話　023-630-2211　URL　https://www.pref.yamagata.jp/ou/kyoiku/

山形県
プロフィール

＊１　ベネッセが提供するスコア型英語４技能検定。　＊２　Education（教育）と Technology（テクノロジー）を組み合わせた造語。
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重点的に講ずべき施策についての協議・調整

大綱の策定に関する協議

総合教育会議の運営に関し必要な事項

児童、生徒等の生命又は身体に
現に被害が生じる等、緊急に講ずべき措置

その他（上記以外）

１ 学力の向上に関する施策 ・・・ 901件
２ 学校等の施設の整備 ・・・・・・893 件
３ いじめ防止対策 ・・・・・・・・・・809 件
４ ICT 環境の整備 ・・・・・・・・・・ 616 件
５ 子育て支援 ・・・・・・・・・・・・・ 537件
（21項目中、回答数の上位５項目を表示）

項
目
の
内
訳

注）集計対象は総合教育会議を開催済みの自治体（都道府県・指定都市 67、市町村 1,717）。
＊文部科学省「新教育委員会制度への移行に関する調査」（2018 年 9月現在）を基に編集部で作成。

◎総合教育会議の内容（2015年4月～2018年9月のもの。複数回答）

9,180件

1,713件

1,190件

144件

283件

教育行政の
これから

ひとを育てる
まちを創る

新教育委員会制度に移行して４年が経過した。総合教育会議の開催率は 99.9％に上り、首
長部局と教育委員会が連携して教育施策の充実を図る自治体も目立つ。中には、定住人口
の維持・増加などの地域活性化を明確に企図した取り組みも見られる。これからの世界を
担い、まちを創る子どもたちの資質・能力を育むために、どのように教育行政を進めていけ
ばよいのか。有識者の提言や自治体の事例を通して、まちづくりの観点を含めた教育委員会
のあり方を考えたい。

特集
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　２０１５年度に「改正地方教育行政
法」＊１が施行され、新しい教育委員
会制度となりました。改正のポイン
トを改めて述べると、次の４点とな
ります。
①教育委員長と教育長を一本化した
「教育長」を設置
②首長が教育長を任命
③教育施策を公的に議論する「総合
教育会議」を、首長が招集
④首長が教育に関する「大綱」を策定
　すなわち、地方教育行政における
首長及び教育長の権限と責任が明確
化されました。
　改正から約４年が経ち、実態とし
て以前の教育委員会制度とあまり変
わらないという声も聞かれますが、
私は、新しい教育委員会制度は、今
後の教育施策に大きな変化をもたら
すと考えています。

　選挙で選ばれる首長は、選挙時に
有権者に向けて自身の政権公約（マ
ニフェスト）を掲げます。教育施策
についても、当然マニフェストを表
明しなければなりません。市民はそ
れを踏まえて投票するわけですから、
当選した首長はマニフェストを遂行
するために総合教育会議で提議する
ことが求められます。そこでの議論
によって首長の考え通りにならな
かったとしても、教育施策に影響を
及ぼすでしょう。
　見方を変えると、首長は総合教育
会議で、マニフェストに掲げていな
い教育施策を提議できません。それ
は、市民から承認された施策ではな
いからです。つまり、マニフェスト
に教育施策を盛り込んでおかなけれ
ば、首長は自らの役割と責任を果た
すことができなくなります。教育委
員会は政治的に中立であるため、教
育行政は教育委員会に任せるといっ
た考えも以前は根強かったようです。
しかし、権限と責任が明確になった

今、首長には教育についても高い見
識が求められるのです。
　教育施策が首長候補者のマニフェ
ストに明示され、選挙戦を通じて議
論されることで、子育て世代だけで
なく、市民全体の教育施策に対する
関心は一層高まっていくと考えられ
ます。自分たちの住むまちの未来の
ために、どのような教育施策が有効
なのか、あらゆる世代の市民が熟考
することで、教育施策への期待が高
まり、また、求める内容や水準も変
わっていくかもしれません。

　ここで今一度考えていただきたい
のは、教育の目的は何か、その実現
に向けて教育行政はどういった役割
を担っているかということです。
　教育基本法では、教育の目的は次
のように定義されています。

＊１　正式名称は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律」。
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課題整理

首長の権限と責任の明確化で
教育行政にも変化が

新教育委員会制度の影響

学校教育、家庭教育、社会教育
全体の充実を図る

教育行政のあり方

教育の大目的を踏まえ変革し続ける姿勢が、
ひとを育て、まちを創る教育を実現する

兵庫教育大学大学院　学校教育研究科
教育実践高度化専攻　教育政策リーダーコース　教授

日
ひ

渡
わ た し

　円
ま ど か

人口増加などの地域活性化に結びつく手段として、
教育の充実が注目されている中、教育行政に求められることは何か。
現職の教育長や校長を対象とした大学院のカリキュラムを開発し、
指導を担当する日渡円教授に、教育行政の課題、教育委員会が担う役割や、
教育長が求められる資質・能力などについて聞いた。

ひわたし・まどか　宮崎県宮崎市立学校、同県教育委員会、同県五ヶ瀬町教育長を経て、兵庫教育大
学教職大学院教授に就任。教育長養成コースの開発を担当し、2015 年度から現職。 中央教育審議会
臨時委員、滋賀県大津市教育委員等も務める。専門は教育政策、教育行政。2011年度から、市区町村
教育長のリーダーシップ発揮を支援すること、及び情報交換の場を提供することを目的として、「全国市区
町村教育長セミナー」を開催している。
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　この目的を、教育にかかわるすべて
の人が十分認識していることが大切
です。そして、目的の達成のために行
われるのが、学校教育、家庭教育、社
会教育です。この３つがそれぞれ充
実していることが重要ですが、多く
の教育委員会、学校、教員、そして市
民は、学校教育に意識が向き過ぎて
いるのではないかと感じています。
　講演や研修の際、私は先生方に「あ
なたは子どもの教育にどのくらい影
響力があると思いますか。また、家庭
教育の影響はどのくらいあると思い
ますか」と質問します。正確に統計を
取っているわけではありませんが、
平均的な答えは、学校教育が５０％、
家庭教育が４０％です。次に「教員で
あるあなたが、学校教育と家庭教育か
ら受けた影響はどのくらいですか」と
聞くと、学校教育が３０％、家庭教育
が６０％という答えが返ってきます。
　学校教育で自分が影響を与えてい
るのは５０％、影響を受けたのは３０
％─この２０ポイントの差が、教員
としての責任感やモチベーションの
表れであり、一方で使命感が強く、多
忙化の原因だと言えるでしょう。
　また、「あなたは現在教育を受けて
いますか」も、よくする質問です。
社会人では、「受けていない」と答え
る人が大半です。しかし、教育の目
的は、人格の完成と社会人としての
資質を身につけることですから、教
育に明確な終わりはないはずです。
　生涯における学校教育、家庭教育、
社会教育の割合は、図１のようになる
と考えます。昨今、家庭の教育力に課
題があり、家庭で果たせない役割を学
校が担うことを期待する風潮がありま

す。しかし、そもそも家庭教育と学校
教育の役割は異なります。双方の役割
が十分果たされることで、教育の目的
も達成できるのではないでしょうか。
　したがって、教育行政においても、
学校教育、家庭教育、社会教育を総
合的に見て、それぞれの役割や特徴
を捉えて相互の調整・連携・協力を
図ることが重要なのです。

　学校教育、家庭教育、社会教育が
それぞれの役割を果たし、連携して
いくためには、三者がそろって、学
校の現状、家庭の現状、地域の現状
を把握して課題を共有し、共通の大
目標を立てる必要があります。まず、
「どのようなまち（地域）になりたい
のか」という理念があり、それを実
現するためにどのような教育をすれ
ばよいのかを考え、その下で学校教
育・家庭教育・社会教育それぞれの
目標が立てられ、すべきことが明確
になります。これは、コミュニティ・
スクールの考え方と同じです。
　三者が大目標を共有している状態
であれば、学校教育目標には地域住民
の考えが反映されることになります。
学校教育活動に地域の独自性が発揮
され、それが魅力的なものになれば、
「ここで教育を受けさせたい」「ここ
に住みたい」と思われるまちづくり
につながるのではないでしょうか。
　そして、忘れてはならないのは、
学校教育には、社会で必要とされる
資質・能力を育む役割があることで
す。つまり、学校教育目標は、国の
教育の目的、自治体の教育の目的を
踏まえたものになるはずです（図２）。
　ところが、学校教育に強く意識が
向くあまり、学校の中だけで児童・
生徒の姿を捉えてしまい、学校教育

目標が今の１２歳、１５歳の姿となっ
ているケースがよく見られます。そ
うではなく、子どもが学校卒業後に
社会で活躍する姿を見据え、そこか
ら逆算して捉えた１２歳、１５歳の姿
を学校教育目標にしてこそ、学校教
育の役割が果たせると考えます。

　家庭や地域と連携し、社会に開か
れた教育課程とするためには、自律
した学校経営にすることも重要な鍵
となります。教育委員会には、学校に
「ヒト、モノ、カネ」の権限を持たせ
ることを検討してほしいと思います。
　現状、学校が持つ権限は、教育課
程の編成権など限定的です。しかし、
私は、校長の意見具申権を最大限に
活用することで、人事や予算に関す
る校長の裁量を拡大できると考えて

(第一条)　教育は、人格の完成を目
指し、平和で民主的な国家及び社会
の形成者として必要な資質を備えた
心身ともに健康な国民の育成を期し
て行われなければならない。
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学校・家庭・社会教育の割合図１

＊日渡教授提供資料を基に編集部で作成。

教育目標のブレークダウン図 2

高

低

家庭教育

学校教育

社会教育

年
齢

大目的
教育基本法
人格の形成、社会人としての
資質の育成

段階

国

目標が記されているもの

教育振興基本計画

自治体
教育大綱
　　　住民の民意
　　　首長・教育長の教育観

学校
学校教育目標
　　　地域住民の民意
　　　校長の教育観

＊日渡教授提供資料を基に編集部で作成。

国・自治体の目的を踏まえて
学校教育目標を立てる

教育目標の考え方

予算を要求型に変え、学校は目的
を明示し、教委は厳密に査定

自律した学校経営に向けて
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います。自らの裁量で学校を動かせ
るとなれば、教育活動の目標、計画
をより丁寧かつ現実的に考え、実行
に移せるはずです。
　具体的には、人事や予算の目的と用
途を明示した要求配分型にする方法
が挙げられます。ポイントは、学校
は目的を明確に示し、教育委員会は
それを厳密に査定することです。単
に学校の裁量権を拡大するだけでは、
目先の目的に走りがちです。しかし、
税金を活用する以上、地域の目的に
合致した用途であることが必須であ
り、その観点での査定が重要です。
　校長の同一校在任期間についても、
学校経営の観点から検討すべき課題
の１つです。教育活動の成果が出る
には時間がかかります。継続的に取
り組む必要があり、一律に区切れる
ものではないはずです。

　学校教育を含む教育全体の行政を

担う教育委員会と、教育委員会をリー
ドする教育長には、どのような資質・
能力が求められるのでしょうか。そ
れを探ろうと、私は２０１２年に全国
の市区町村の教育長を対象としたア
ンケート調査を実施しました。資質・
能力を分類する軸を「対人行動」と
「対課題行動」として４タイプに分け、
近年、改革が期待されている施策に
ついて成果を上げた行動タイプを分
析したのです。
　すると、「変革タイプ」の方が、「維
持タイプ」よりも成果に結びつく割
合が高いことが分かりました（図３）。
さらに、「変革タイプ」は、教育長自
身が重要だと考える資質・能力の項
目数が多く、とりわけ「構想」「判断」
「分析」「対人影響」「支援・指導」「チー
ム形成」の重要度が高いという結果
が出ました。
　また、本調査では、回答した教育
長の約８割が教員出身者であり、教
員、教頭、校長と役職を経て、教育
長になっていく図式が改めて見て取
れました。しかし、教員と校長・教
育長とでは、明らかに職が異なり、

求められる資質・能力も異なります。
新しい職に就けば、研修・自己研鑽

さん

が欠かせないはずです。そうした観
点からも、変革タイプの資質・能力
が求められるのだと考えます。
　今、教育行政は変革期にあり、施
策の現状維持ではもはや立ち行きま
せん。新学習指導要領では、これまで
お話ししてきた「地域に開かれた教
育課程」の実現が求められています
し、地方分権・権限移譲の進行も予
測されます。教育長には、国や自治
体の動向、社会の変容、市民の意向
など、教育に関する情報を収集・整
理し、自らの教育観を通して目標を
立て、その実現に向けて行動する存
在となることが求められています。
　地方行政全体の観点からも、教育
は人口増加などの地域活性化につな
がる施策として重視されつつありま
す。ただ、そもそも教育の目的は、自
分たちの国やまちを自らの手で築い
ていく市民を育むことです。その目
的を理解し、ぶれずに教育体系を築
くことで、まちの活性化に資する教育
が実現できるのではないでしょうか。
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市区町村の教育長のタイプ分類と、求められる資質・能力図３

■市区町村の教育長のタイプ分類

◎資質・能力を捉える視点

情報収集、分析、構想、企画、判断、実行対課題行動

対人理解、状況理解、対人影響、支援・指導、
チーム形成、相互成長

対人行動

統率 33.4%

調整 66.6%

維持
54.1%

変革
45.9%

ａタイプ
変革・統率

23.9%
（206人）

dタイプ
維持・統率

9.5%
（82人）

対課題行動

対
人
行
動

■各タイプのイメージ

ａタイプ　変革・統率 新たなビジョンを明示し、教育長自らが主導する。

新たなビジョンを明示し、組織内外の調整を図る。

これまでの施策を重視し、組織内外の調整を図る。

これまでの施策を重視し、教育長自らが主導する。

bタイプ　変革・調整

cタイプ　維持・調整

dタイプ　維持・統率

■改革が期待されている施策で成果を上げたタイプ

独自の教員加配を行った

教員の人事異動を工夫した

市（区）町村費で教職員を採用した

都道府県の基準と異なる学級編制を実施した

独自の教材を作成した

地域住民の生涯学習に関する新事業を興した

地域住民のスポーツ振興に関する新事業を興した

地域の文化財に関する新事業を興した

28.2%

38.9%

37.4%

13.5%

23.3%

22.4%

20.5%

18.1%

事業内容 多かったタイプ

ａタイプ

ａタイプ

ａタイプ

ａタイプ

ｂタイプ

ｂタイプ

ｄタイプ

ａタイプ

bタイプ
変革・調整

22.0%
（190人）

cタイプ
維持・調整

44.6%
（385人）

＊日渡教授提供資料を基に編集部で作成。

特集　ひとを育てる　まちを創る　教育行政のこれから

「維持」よりも「変革」タイプ
自己研鑽

さ ん

の姿勢も必要

教育長に求められる資質・能力
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ふるさとへの深い愛を持って
グローバルに活躍する人材を育む

　ここ数年、人口が増加傾向にある
群馬県伊勢崎市。より魅力的な町づ
くりに向けて、市長マニフェストの
１つに「教育・スポーツ・文化の振興」
を掲げ、教育環境の拡充、教育施設の
整備に取り組んでいる。德江基行教
育長は、基本方針を次のように語る。
　「かねてより、市民から『市の特徴
を打ち出してほしい』という声が多く
寄せられていました。それに応える
べく、これまでも注力してきた教育を
伊勢崎市のブランドとして一層強化
しようと、その振興に努めています」
　江戸時代、現在の伊勢崎市に重な
る地域を治めていた伊勢崎藩は、官
民協力の下で郷

ごうがく

学と呼ばれる教育機
関を設立し、庶民教育に力を注いで

いた。さらに、世界遺産に登録され
た「田島弥平旧宅」を始め、市内には
多くの文化財がある。それらの歴史・
文化資産を生かした教育を展開して、
市の独自性を高めようとしている。
　特に重視するのが、ローカルとグ
ローバルの視点を併せ持つ「グロー
カル」な市民の育成だ。地域と世界
をつなぐ力を持ち、グローバルな舞
台で活躍するためには、何よりも自
分自身とふるさとを深く理解し、愛
することが原点になると考えている。
　さらに、同市の外国人住民比率が
５．７％（２０１７年１２月時点）と高く、
外国籍の子どもが多いことも、「グ
ローカル」を掲げる背景の１つだ。
　「外国籍の子どもの市民性を高める
教育にも、力を入れています。多様
な背景を持つ子どもたちが共に育つ
教育を本市の特徴の１つとし、グロー
バル社会で活躍する力を育てたいと

考えています」（德江教育長）

　「グローカル」な市民の育成の一環
として、伊勢崎市教育委員会（以下、
市教委）では、英語教育とふるさと
教育を関連づけた教育活動を充実さ
せている。町田博幸指導主事は、そ
のねらいを次のように述べる。
　「国際化が進む社会で活躍するため
には、英語力はもちろん、自己肯定
感を高めて、自分やふるさとについ
て自信を持って話せるようになるこ
とが必要です。その目標の１つとし
て、ふるさとのよさを英語で語れる
ことを掲げています」
　同市では、２００６年度に研究指定
校を設けて英語教育の拡充に努め、
２０１３年度からは文部科学省の教育
課程特例校として、全市立小学校で
１年生から週１時間の英語の授業を
実施してきた。小学校での英語教育
が定着するにつれ、課題も明らかに
なってきたと、町田指導主事は語る。

◎群馬県南東部に位置。2005年に、伊勢崎市、赤堀町、
東村、境町の４市町村が合併し、現在の形となる。古
くから「伊勢崎銘仙」として絹織物等の繊維産業が盛
ん。富岡製糸場とともに世界遺産に登録された「田島
弥平旧宅」を有する。

群馬県伊勢崎市
プロフィール

人口　約 21万4000人　面積　約139㎢
市立学校数　小学校 23 校、中学校11校、中等教育学校１校
児童生徒数　約１万 8000人　　電話　0270-24-5111（代表）
URL
　　（教育委員会）

http://www.city.isesaki.lg.jp/shisei/kyoiku/iinkai/
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学校・家庭・地域が連携する「学府制」で、
地域と世界をつなぐ人材育成を支える
群馬県伊

い

勢
せ

崎
さ き

市
群馬県伊勢崎市では、「伊勢崎市の教育」のブランド化を目指し、
特に、地域を愛しながら、グローバルに活躍する人材の育成に力を注いでいる。
子どもの成長を支えていくために地域全体で教育を行おうと、
各中学校区を単位とした「学府制」を導入し、学校・家庭・地域の連携・協働を推進している。

教委が主導する地域連携

伊勢崎市教育委員会の施策

歴史・文化資産を生かして
「伊勢崎市の教育」をブランドに

市の基本方針

モジュール学習を導入し、
小学校で週４回の英語授業

グローカル人材育成に向けて

E_P08-11.indd   8E_P08-11.indd   8 19/02/26   16:3519/02/26   16:35

http://www.city.isesaki.lg.jp/shisei/kyoiku/iinkai/


　「小学校で英語を積極的に学んでい
ても、中学校に入ると授業の内容や
進め方が大きく異なることから、英
語学習への自信を失ってしまう子ど
もの姿が見られました。また、言語
学習は短時間でも毎日継続すること
が大切だと思いますが、週１回の授
業ではそれが難しい状況でした」
　そこで、２０１６年度、伊勢崎市教育
研究所英語指導研究班において、小・
中学校の教員に聞き取り調査を実施。
課題を洗い出して改善策を検討した。
そして、２０１７年度、研究指定校の小
学校２校で１年生から週２時間の英
語の授業を行い、翌年度からその実
践を全市立小学校に広げた。
　その特徴は、１時間分を１回１５分
間×３回のモジュール学習とし、週
４日は英語に触れられるようにした
ことだ。授業は、チャンツやダンスを
取り入れたり、他教科とのつながりを
持たせたりするなど、合科教育の視点
で構成。さらに、小学校で文字の指導
を充実させる一方、中学校ではコミュ
ニケーション活動に重点を置くこと
で、小・中の連続性を高めた。現在、

小・中の教員が協働で小中一貫の英
語力向上カリキュラムを作成中だ。
　「教員の経験や熱意だけに頼るので
はなく、どう指導すれば、どのよう
な力が伸びるのかを体系化すること
が大切と考え、カリキュラムづくり
に取り組んでいます」（德江教育長）

　２０１４年度から本格化した「伊勢
崎ふるさと学習」と英語教育とを関
連づけた活動の例は、次の通りだ。
　小学校では、生活科や「総合的な学
習の時間」などで、市内の文化遺産
について地域の人から話を聞いたり、
体験学習をしたりして、ふるさとのよ
さを学ぶ。中学校ではその活動を引
き継ぎ、中学２年生で名所旧跡や特
産物など、ふるさとの特徴を英語で
発表する。さらに、ＡＬＴの協力を得
て、地域情報を英語で紹介する季刊
誌『Impress』を発行。同誌をリーディ
ング学習の素材として活用し、ふるさ
とへの理解を深めている。また、毎年、
中学３年生の希望者７０人を対象に行

うアメリカ・ミズーリ州立大学での
語学研修でも、伊勢崎市の魅力につ
いて英語で発表する場を設けている。
　そうして学習を重ねた英語力を測
るため、２０１８年度、市立中学校の全
２年生に「GTEC」＊を実施した。
　「生徒個々の英語力を測り、生徒自
身の学習改善、さらに教員の指導改
善に結びつけることがねらいです。
企業のノウハウを積極的に活用する
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教育長　德江基行 とくえ・もとゆき
大手通信機器メーカーに勤務後、群馬県公立学
校教諭、中学校校長、群馬大学教職大学院准教
授などを経て、2013 年度から現職。

学校教育課指導係長

猪野　泉
いの・いずみ

群馬県公立中学校教諭、
伊勢崎市立高校教諭、同
市立三郷小学校教頭など
を経て、2016 年度から
現職。

学校教育課教育企画係長

青野和彦
あおの・かずひこ

群馬県公立中学校教諭、
伊勢崎市教育委員会管理
主事、同市立赤堀東小学
校教頭などを経て、2018
年度から現職。

学校教育課指導主事

町田博幸
まちだ・ひろゆき

群馬県公立中学校教諭、
海外日本人学校教諭、伊
勢崎市立四ツ葉学園中等
教育学校教諭などを経て、
2014 年度から現職。

＊伊勢崎市教育委員会提供資料

をそのまま掲載。

伊勢崎市が推進する、子どもの未来を地域とともに育てる教育の構造図

特集　ひとを育てる　まちを創る　教育行政のこれから

＊　ベネッセが提供するスコア型英語４技能検定。

地域で学んだ地域のよさを
英語で表現し、発信する
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　伊勢崎市立宮
みやごう

郷中学校は、２０１６
年度にコミュニティ・スクールとな
り、現在は市が掲げる「学府制」の

先行導入校として取り組みを進めて
いる。地域連携は、学校、家庭、地
域の関係者から成る学校運営協議会
を軸に展開しており、２０１６年度は、
協議を進める中で連携の方向性を明
確にしていった。松本明

あき

良
ら

校長はそ
の経緯を次のように述べる。

　「学校運営協議会のメンバーの立場
は様々です。だからこそ、協力して
いくためには、『子どもの人生をより
豊かにする』という目標に向けた共
通のテーマを決めて、具体的な行動
を通して一体感をつくることが大切
だと気づきました。活動を停滞させ
ないために、常に新たなテーマに取
り組むことも必要だと感じました」
　最初に選んだテーマは、「あいさつ
運動」だ。
　「あいさつはコミュニケーションの
第一歩で、家庭、学校、地域のすべ
てで大切なことです。立場が違って
もねらいを理解し、協力しやすい活

ことで、英語教育を劇的に変えたい
という思いもあります。まず本市が
それを実践し、全国に発信していき
たいと考えています」（德江教育長）

　子どもの成長を地域ぐるみで支え
る枠組みも構築した。市教委は以前か
らコミュニティ・スクールの運営に
力を入れており、２０１７年度には各中
学校区に１校の導入を完了した。その
次の段階として構想したのが、中学校
区ごとに、幼稚園、小学校、中学校、
公民館、企業、大学、ＮＰＯ法人など
の多様な機関が協働する「学府制」
だ（Ｐ．９図）。各校の校長やＰＴＡ会長、
各機関の代表者が集まって協議し、
学校・家庭・地域で育てたい子ども

像を共有。幼・小・中の連携の強化
や「伊勢崎ふるさと学習」の推進など、
様々な取り組みを進めている。
　学府制は、２０１８年度に２つの中
学校区で試行し、２０１９年度には全
中学校区で導入する計画だ。青野和
彦教育企画係長は、次のように話す。
　「子どもを取り巻く環境や学校が抱
える課題が複雑化・困難化し、社会が
総がかりで教育に取り組む必要性を
感じています。学府制では、学校や家
庭、地域が同じ目線でゆるやかなネッ
トワークを形成し、各地域で子どもの
成長を支えることを目指しています」
　同市では、中学校区ごとに成人式
を行うなど、既に中学校区単位の地
域コミュニティが形成されている場
面もある。そうした地域基盤を生か
して小・中連携を強化すべく、指導
主事などの教育行政職員は、中学校
区ごとに担当が決まっている。猪

い の

野

泉指導係長はこう語る。
　「学校教育課はもちろん、生涯学習
課や健康教育課の教育行政職員も特
定の地域を担当します。おのずと園や
学校への訪問回数が多くなり、信頼関
係が築かれて、成果や課題の把握がス
ムーズになります。その体制とコミュ
ニティ・スクールの機能も活用しな
がら学府ごとの特色を打ち出し、市
全体を盛り上げたいと考えています」
　今後は、先行導入した２中学校区
の実践を全市に広げるとともに、ふ
るさと学習のさらなる充実を図る。
　「自分が育った地域で、その一員と
して地域社会を支える経験をするこ
とで、学びも地域への思いも深まっ
ていき、市民性が育まれることでしょ
う。そうした経験や学びを『グロー
カル』な資質の育成につなげること
を目指し、これからも実践を深めて
いきます」（德江教育長）

家庭・地域と課題を共有して
教育活動を行い、地域活性化を図る

◎1947（昭和22）年設立。「自学・敬愛・錬成」を校
訓に、「自ら学び、心豊かで、たくましい生徒」を
目指す生徒像に掲げる。2016 年度から、伊勢崎市
教育委員会「コミュニティ・スクール」研究指定校。

校長 松本明良先生
生徒数 728 人　
学級数　22 学級（うち特別支援学級２）
電話 0270-25-4448
URL http://www.isesaki-school.ed.jp/

miyagouchu/
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校長

松本明良
まつもと・あきら

伊勢崎市立中学校教諭、
同市教育委員会指導主事、
同市立四ツ葉学園中等教
育学校副校長等を経て、
2016年度から現職。

伊勢崎市立宮
み や ご う

郷中学校の実践

あいさつ運動を起点に
地域が連携する土壌を耕す

地域連携のねらい

中学校区ごとの「学府制」で
地域の結びつきを学びにつなげる

地域連携の新しい取り組み
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動だと考えました。生徒にあいさつ
の習慣を身につけさせるだけでなく、
あいさつ運動をきっかけに地域の結
びつきを強め、活性化させることが
最終的な目標でした」（松本校長）
　こうして２０１７年度に、学府制と
して初の本格的な取り組みであるあ
いさつ運動を開始した。学校運営協
議会会長を委員長、宮郷地区社会福
祉協議会会長を副委員長、各校長・
園長やＰＴＡ会長などをメンバーとし
た「挨拶運動推進協力委員会」を設
置し、具体的な進め方を話し合った。
それと並行して、同校では、生徒か
ら標語を募集し、美術部員がポスター
を作成。それを学校や集会所に掲示
したり、各家庭に回覧板で呼びかけた
りして、家庭・地域への周知を図った。
　「いちばん心がけたのは、学校が地
域に一方的に依頼するのではなく、
それぞれが主体的に協働する対等な
関係を築くことです。その結果、地
域の皆さんが積極的になり、教員の
負担が大きくなることはありません
でした。また、地域全体の取り組み
とすることで、教員が異動しても継
続が可能となりました」（松本校長）
　それらの活動は、通学時間帯に児
童・生徒が地域住民と町のあちこち
に立って行う「あいさつ運動の日」
として結実した（写真１）。２０１８年

度も、多くの地域住民とともに定期
的に実施されている。

　学校運営協議会は、宮郷地区の学
力向上策にもかかわっている。例え
ば、校区の全校・園で生活や学習に
関する規律や習慣を統一しようと、
「宮郷地区幼小中一貫生活・学習ルー
ル」を作成。発達段階ごとに 4期に
分けて具体的な目標を設定し、全校・
園、そして家庭で実践している。
　ほかにも、週１回は家族全員で食
事をして、絆を深めることを各家庭
に呼びかけたり、スマートフォンの
使用ルールを共有したりと、教員が
感じていた様々な課題について地域
住民からも積極的に問題提起がなさ
れ、地域全体で取り組んでいる。
　あいさつ運動は２０１９年度をひと
区切りとしていったん終了し、新た
な課題に取り組んでいく。
　「学校・家庭・地域の代表が１つの
テーブルを囲み、課題を出し合って
解決に向けて協働する。その第一歩
があいさつ運動でした。今後は、家
庭や地域から提起された様々な課題
に取り組んでいきます」（松本校長）

　学府制の導入によって、小中連携
が強化され、その好影響は英語教育
にも表れている。例えば、同校の英
語科教員が小学校の研修に参加した
り、小学校の英語のカリキュラム作成
に協力したりしている。また、小・中
の学習内容の連続性を意識したＣＡＮ
─ＤＯリストも作成した。
　「これまで、中学校入学後に英語の
学習を早々に諦めてしまう生徒への
対策は、十分とはいえませんでした。
ところが、小学校で元気よく楽しそ
うに英語を話している子どもの姿を
目の当たりにして、多くの教員が『中
学校も変わらねばならない』という
意識を強めました」（松本校長）
　カリキュラムの連続性も向上した。
小学校から行われている「伊勢崎ふ
るさと学習」において、中学１年生
で取り組んだ史跡巡りの体験を生か
し、中学２年生では地域の魅力を英
語で伝えるプレゼンテーションを実
施。さらに、その要旨を英語でまと
め、市教委が発行する英語の情報誌
『Impress』に掲載している（写真２）。
　「小学生の時からふるさとの様々な
よさを学んできたため、生徒たちの
頭の中には伝えたいことがたくさん
あったからでしょう。プレゼンテー
ションや英作文に、とても意欲的に
取り組んでいました」（松本校長）
　同校では、今後も家庭や地域と手
を携え、子どもの未来を見据えた教
育活動をつくり上げていく考えだ。
　「本校の学校教育目標は、『未来を
展望し、果敢に挑戦できる宮中生』
です。その目標の通り、自分の未来
を思い描いて前進できる生徒を、地
域とともに育てたいと考えています」
（松本校長）
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写真１　毎月実施するあいさつ運動。推進母
体である挨拶運動推進協力委員会は、学校運
営協議会とは別に、年３回会合を行っている。

写真２　「地域のことを英語で学ぶ」を目的と
した『Impress』。宮郷の魅力を伝えるコーナー
に、同校の生徒が書いた紹介文が掲載された。

特集　ひとを育てる　まちを創る　教育行政のこれから

幼・小・中で生活習慣の基本を
共有、学力向上の土台を築く

地域連携の活動

小・中が連携し、ふるさと教育
を活用した英語の授業を実施

グローカル人材の育成

地域と連携し、地域のよさを学ぶ
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人口定着、移住者増加を目指し、
地域資源を活用した教育施策を展開

　「平成の大合併」の流れに乗らず単
独行政の道を選び、まちづくりを進め
てきた北海道東川町。町内に鉄道や国
道は通っていないが、旭川空港や旭川
市内から車で１０～２５分という好立
地や、大雪山連峰のふもとのまちと
して雄大な自然景観と肥

ひ

沃
よく

な土地を
生かした独自の施策を推進してきた。
その結果、１９９３年に７,０００人を切っ
ていた人口は、２０１８年には８,３８２
人＊１に回復した。松岡市郎町長が大切
にしてきたのは、人間・資源・財源と
いう３つの「ＧＥＮ」の確保と循環だ。
　「地元に住む人間が、地域資源を生
かして財源を確保し、住民の生活を
支え、その人間がまた資源を生むと
いう、自立循環型の環境づくりに力

を入れています」（松岡町長）
　３つの中から、教育に最も近い「人
間」関連の施策を見てみよう。柱と
なるのは、訪問者数の増加を目的と
した写真に関するイベントだ。同町
は、１９８５年に「写真の町」を宣言。
毎年行われる「東川町国際写真フェ
スティバル」には国内外から約４万
人が訪れ、「写真甲子園」では映画化
されるほどの熱戦が繰り広げられる。
　そして今、全国の自治体から注目
を集めているのが、２０１５年に開校
した日本初の公立日本語学校だ。空
いていた小学校の校舎と専門学校の
寮を活用し、国の留学支援制度と町
の奨学金などを組み合わせて留学費
用を抑えることで、主にアジア各国
から留学生を呼び込む。３か月以上
の滞在予定であれば住民要件を満た
すため、留学生によって人口が年間
約２５０人上乗せされ、地方交付税の

増額にもつなげている。
　一方、人口流出の抑制と移住人口
の増加を企図して推進するのが、「日
本一の“子育て・教育のまちづくり”」
だ。林万

かずさと

里教育長は次のように語る。
　「『よりよい学校教育を通じて、よ
りよい社会をつくる』という目標を
学校と地域が共有し、連携・協働して
います。そして、自ら考え、実行する
子どもを育てたいと考えています」
　教育の重点施策に掲げるのは、「ふ
るさと教育の推進」「学力向上対策の
推進」「国際教育の推進」だ。学社連
携推進協議会を設置し、全町立小・
中学校にコミュニティ・スクールを
導入。「早寝・早起き・朝ごはん」運
動の全町展開、地域住民が子どもた
ちの放課後学習を支援する「ゆめス
クール」（小学校）、「地域未来塾」（中
学校）の実施、中学校への部活動指
導員の配置などを行っている。

　２０１７年度には、２０３０年度頃に

◎北海道のほぼ中央に位置。大
だいせつざん

雪山連峰・旭岳のふもと
にあり、豊かな自然と旭川空港に隣接する立地を生かし
た施策を推進。1985 年、「写真の町」を宣言し、「東川
町国際写真フェスティバル」「写真甲子園」を毎年開催。
上水道がなく、雪解け水による地下水で生活している。

北海道東川町
プロフィール

人口　約 8,300人　面積　約 247㎢
町立学校数　小学校４校、中学校１校
児童生徒数　約700人　
電話　0166-82-2111（代表）
URL　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（教育委員会）http://higashikawa-edu.jp/index.html
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創意工夫あふれる町長の後押しで、
幼～高を貫く新たな国際教育を推進
北海道東

ひがし

川
か わ

町
この５年間で人口が３．３％伸びた北海道東川町。大

だいせつざん

雪山連峰の雄大な自然を生かして「写真の町」を宣言し、
自然や文化、人と人との出会いを大切にしたまちづくりを進めてきた。
その重点施策の１つが、子育て・教育支援だ。2017年度には、文部科学省の研究開発校の指定を受けて、
国際教育を軸とした新教科「Globe」を、幼・小・中・高で連携しながら推進している。

町全体で教育行政を推進

東川町教育委員会の施策

ふるさと教育、学力向上策、
国際教育を教育行政の柱に

町の基本方針

ローカル、グローバル、コミュニケー
ションを軸にした新教科を設置

新たな国際教育の実施

＊１　2018 年 12 月時点。
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策定予定の、次期学習指導要領に関
する文部科学省研究開発校の指定を
受け、幼・小・中・高が連携する新
たな国際教育の開発に着手した。きっ
かけは、町職員時代に小学生対象の
英会話教室を立ち上げたこともある
松岡町長が、改めて国際教育の重要
性を林教育長に投げかけたことだっ
た。
　「本町にも観光や仕事で外国人が訪
れますし、住民にも国際的な視野が必
要です。加えて、他国と向き合うか
らこそ、郷土への誇りと愛着を持つ
ことが大切で、町の活性化に大きく
かかわると考えています」（松岡町長）
　松岡町長の考えを受け、林教育長
は、新しい国際教育の内容について
町内の各校長と議論を重ねた。そし
て、人間尊重の精神を基調とする国
際感覚を養い、国際社会に通用するコ
ミュニケーション能力の育成をコン
セプトとした新教科「Ｇｌｏｂｅ」を構
想（図１）。大学教員、北海道教育委
員会、東川町教育委員会（以下、町
教委）等から成る「運営指導委員会」
と、幼・小・中・高の研究担当者、
英語科教員等から成る「研究推進委
員会」を立ち上げ、
２０１７年度の１年間
をかけて、「ローカ
ル」「グローバル」「コ
ミュニケーション」
の３つの要素で構成
されるカリキュラム
を作成した。
　カリキュラムの大
きな特徴は、地域資
源の活用だ。例えば、
東川第三小学校で
は、地域住民から地
域の文化を、日本語
学校の留学生や農業
技能実習生から外国
の文化を学び、それ
らを外国人に英語で

伝える６学年縦割り班での活動を行
う。また、東川中学校では、ＪＥＴプ
ログラム＊２のスタッフの一形態であ
るＣＩＲ（国際交流員）からベトナム
の水事情を、町の水資源保全センター
職員から町の水事情などを学び、世
界や地域の課題を考える。そのよう
に、地域住民や日本語学校の留学生、
ＪＥＴプログラムのスタッフらの協力
を得て、地域の自然や文化、産業を
教材とした授業を行っている。

　２０１８年度に各校で授業を始めて
から約１年。授業内容は試行錯誤の
段階だが、子どもの様子から手応えを
感じていると、林教育長は語る。
　「様々な外国人と交流するからで
しょう。子どもたちが、訪れた人に
自ら話しかける姿がよく見られるよ
うになりました。間違いを恐れず自
信を持って発言し、周りも温かく受
け止めるような、明るい授業です」
　初めは新教科に戸惑いを見せてい
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町長　松岡市郎 まつおか・いちろう
1972 年、東川町職員に。農林課長補佐、社会
教育課長、税務課長等を経て、2003 年、東川
町長に就任。４期目（2019年 3月末から５期目）。

教育長　林　万里 はやし・かずさと
1979 年、東川町職員に。総務課長補佐、学校
教育課長、企画総務課長等を経て、2012 年度
から現職。

新教科「Globe」のコンセプト図１

＊東川町教育委員会提供資料をそのまま掲載。

特集　ひとを育てる　まちを創る　教育行政のこれから

＊２　The Japan Exchange and Teaching Programme。外国の若者を招致して地方自治体等で任用し、外国語教育の充実や地域の国際交流の推進を図る事業。
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　東川町立東川小学校の教室には、
地元の家具工房が製作した木の机と
椅子が並ぶ。２０１４年に完成した新
校舎に隣接する体験農園では、地元
の農家から指導を受けながら米や野

菜を栽培している（写真１）。子ども
が地域を深く知り、誇りを持てるよ
うな、地域資源を活用した教育活動
が同校の特徴だ。
　また、町費で学習支援員や教育補
助員などが配置されており、児童数
約３６０人に対して教職員数は４５人
に上る。１学級につき３人の体制で
行う授業があるほど手厚い指導で、

学力向上も図っている。
　そうした中、文部科学省の研究開
発校の指定を受け、２０１８年度に新教
科「Ｇｌｏｂｅ」を始めた。年間授業時
数は、低学年３５時間、中学年７０時間、
高学年は１０５時間で、生活科、「総合
的な学習の時間」（以下、総合学習）、
外国語活動などの時間を充てている。
　授業内容は、町教委の研究推進委
員会が作成した共通カリキュラムを
基に、各担任が学級の実態に応じて

た教員も、町費などで加配された英
語科教員やＡＬＴの支援を受けながら
進めたことで、前向きな姿勢になっ
てきた。また、取り組みの様子を町
内で共有するため、各校の実践を紹
介した「Globe News」を発行。全校
の教職員や保護者に加えて、町内全
戸にも配布している。

　町の方針に則った事業を町教委と
学校が連携して具現化し、教育力を
高めてきた東川町。教育の魅力が増
すことで、同町の学校に赴任を希望
する教員も増えている。また、教育
に対する議会の関心もさらに高まっ

た。各校への図書館司書配置を提案
するなど、予算がかかっても前向き
に教育投資をすべきだという意識が
定着している。
　総合教育会議以外でも、松岡町長
と林教育長は頻繁に意見を交換して
施策を進めているが、独自の施策が
実現する背景には松岡町長の姿勢が
大きいと、林教育長は語る。
　「本町では、『予算がない、前例が
ない、他の自治体ではしていない』
の３つの『ない』は通用しません。
この方針は、教育委員会でも同じで
す。全国から脚光を浴びるような取
り組みを実現させるというのが、松
岡町長の考えです。新たな事業案は
財源策と併せて提案するなど、大変
な面もありますが、できない理由よ
りもできる方法を探し出して、まず

実行し、進めながら軌道修正すれば
よいため、職員には失敗を恐れずに
挑戦する姿勢が見られます」
　同町の職員は、町教委事務局も含
めて２～３年で異動する。様々な職
務を経験し、住民のニーズや財源確
保の仕組みを知り、次の職務に生か
すというサイクルができている。
　「本町が目指すのは、ちょうどよい
『疎』がある『適

てき

疎
そ

』のまちです。『疎』
を埋めるのが豊かな文化であり、そ
の文化の土壌となり、３つの『ＧＥＮ』
をつなぐ役割を果たすのが教育だと
考えています。子どもは自然や文化、
人との出会いの中で刺激を受け、学
び、成長していきます。その出会い
をつくるのが我々の役目と捉え、教
育行政を進めていきます」（松岡町長）

地域資源を活用した国際教育で
多様な人とかかわる資質・能力を育む

◎1898（明治 31）年開校。学校教育目標は「かし
こく、やさしく、たくましく」。校訓は「開拓する
心」。2014 年度、地域交流センターに隣接する地
に校舎を新設。一体的に整備した体験農園、特定
地区公園を合わせると、敷地は約20ha に上る。

校長 前田昭彦先生
児童数 約 360人　
学級数　17 学級（うち特別支援学級５）
電話 0166-82-2425 
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校長

前田昭彦
まえだ・あきひこ

北海道公立小学校教諭、
北海道立理科センター化
学研究室長、北海道公立
小学校教頭・校長を経て
現職。

教諭

神野伸二
じんの・しんじ

国際理解担当。研究開発
校事業の研究推進委員会
の主任を務める。

東川町立東川小学校の実践

教科のねらいを丁寧に共有
実践を重ねて、理解を深める

新教科「Globe」の概要

前例にとらわれず挑戦する
町長の姿勢が全職員に浸透

首長部局と教育委員会の連携
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工夫している。研究推進委員会の主
任も務める、同校の国際理解担当の
神
じん

野
の

伸二先生はこう語る。
　「共通カリキュラムは、すべて課題
解決型です。例えば、地域の特色を
外国人に伝える場面を設定して、そ
のために地域の特徴や英語を学ぶと
いった具合です。テーマに応じて地
域の方を招いて授業を行う（写真２）
こともあり、子どもも目的意識を持っ
て意欲的に取り組んでいます」
　「Ｇｌｏｂｅ」の導入時には、教員間
で教科のねらいを丁寧に共有した。
　「『Ｇｌｏｂｅ』は、目指す子ども像
（図３）に向けて、外国語活動や総合
学習だけでなく、すべての教科・領
域を意識して子どもたちの学びをつ
くっていく教科です。一緒に挑戦し
ましょうと、先生方に呼びかけまし
た」（神野先生）

　「Ｇｌｏｂｅ」での学びを実践する機
会も、数多く設けている。姉妹都市
やスポーツを通じた外国との交流事
業など、まちの資産を活用し、多様
な国の人と接するようにしたことで、
外国人と自然にコミュニケーション
できる子どもが多くなった。

　また、子どもたちの関心の広がり
を、授業以外の場面で感じることも
増えたと、神野先生は話す。
　「３年生の数を学ぶ単元では、日本
語や英語、中国語に加えて、ＳＥＡ（ス
ポーツ国際交流員）＊３が自国の数え方
を教えてくれました。すると、農園
での収穫時に子どもたちが英語で農
作物の数を数え始め、『数えきれない
場合は英語でなんて言うの？』と疑
問が生じて、後日、ＡＬＴに質問して
いました。自ら疑問を持ち、主体的
に学びを広げていく姿が見られます」

　前田昭彦校長は、この１年間での
教員の変化を次のように語る。
　「先生方からの質問が、『分からな
い』ではなく、『こうしたいが、どう
すればできるのか』と前向きな内容
になっています。日々の授業で実践し
ながら、理解を深めているようです」
　町内の全校が協働で研究を進める
ことで、学校間連携も強まった。例
えば、小学校では、幼稚園で行うＡＬＴ
との活動を踏まえて、１年生の指導
案を作成。また、町内４つの小学校
でクラスルームイングリッシュを共
通化したり、町費で町内の６年生全
員が受検した「ＧＴＥＣ Ｊｕｎｉｏｒ」＊４

の結果を中学校にも伝えたりするこ
とで、スムーズな接続を図っている。
　新教科への保護者の期待は高く、
アンケートでは高評価を得ている。
　「地域の人や外国人と継続的に触れ
合うことで、互いの文化を知り、絆も
深まります。そうした経験の積み重
ねが、『Ｇｌｏｂｅ』が目指す、どのよう
な相手でも尊重し、自分の思いを発信
して行動できる人の育成につながる
と考えています」（前田校長）
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新教科「Globe」における目指す子ども像（高学年の例）図３

知識・技能 思考力・判断力・表現力等 学びに向かう力、人間性等

ロ
ー
カ
ル

自分の地域や国の自然や歴史、
文化を理解し、良さを知ってい
る。

様々な事象について自分の考え
を持ち、身のまわりの事柄に対
する公平な判断力を身につける
とともに、自分自身のことや自
分の考えを分かりやすく相手に
伝えることができる。

集団活動に進んで参加し、自分
の役割を自覚し、責任を果たそ
うとするとともに、自分を大切
にし、自分の地域や国の伝統や
歴史、郷土を愛する心をもって
いる。

グ
ロ
ー
バ
ル

他国や他民族等のさまざまな文
化について知るとともに、我が
国と他国の文化の違いを理解し
ている。

問題意識をもち、その問題に積
極的に関わり、仲間と協力しな
がら課題を解決し、構成を考え
ながら、順序立てて表現するこ
とができる。

どの国・民族の文化でも尊重し、
だれとでも公平に接するととも
に、日頃から人とのかかわりを
大切にして信頼関係をつくろう
とし、寛容で協力的な態度で生
活していこうとする。

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

外国語の音声や文字、語彙、表
現、構造、言語の働きなどにつ
いて、日本語と外国語の違いに
気づき、これらの知識を理解す
るとともに、読むこと、書くこと
に慣れ親しみ、聞くこと、読む
こと、話すこと、書くことによる
英語のコミュニケーションにお
いて活用できる基本的な力を身
につける。

コミュニケーションを行う目的や
場所、状況などに応じて身近で
簡単な事柄について、聞いたり
話したりするとともに、音声で
十分に慣れ親しんだ外国語の語
彙や基本的な表現を推測しなが
ら読んだり、話題を想像しなが
ら書いたりして、自分の考えや
気持ちなどを伝え合うことがで
きる基礎的な力を身につける。

外国語の背景にある文化に対す
る理解を深め、他者に配慮し
ながら主体的に外国語を用いて
コミュニケーションを図ろうとす
る。

＊東川町教育委員会提供資料を基に編集部で作成。

写真１　体験農園の水田では、子どもたちが
地域の特産品である米を栽培。全小・中学校
の半年分の給食を賄えるほどの量を収穫する。

写真２　様々な地域の人がかかわる「Globe」
の授業。日常的に触れ合うことで、町中で
会った時にもあいさつするようになった。

特集　ひとを育てる　まちを創る　教育行政のこれから

自ら学びを深める子どもたち
学校間連携も強化

新教科導入の成果

地域資源を生かした授業づくり

＊３　ＣＩＲと同様に、ＪＥＴプログラムの一形態。　＊４　ベネッセが提供する、小・中学生を対象とした、タブレットで受検するスコア型英語４技能検定。
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市長部局と教育委員会の連携で、
タブレット端末１人１台の配備を実現

　大阪府の北東部に位置する枚方市
は、高度経済成長期にベッドタウ
ンとして人口が急増した。しかし、
２００９年をピークに、少子高齢化や
転出超過による人口減少が続く状態
となり、市は危機感を抱いている。
　２０１８年度の市政運営方針では、
重点施策のトップを「人が集まるま
ちづくりの推進」とし、具体的な施
策の１つに「子どもたちの未来への
可能性を最大限に伸ばす学校教育の
充実」を掲げた。伏見隆市長は、そ
の理由を次のように説明する。
　「これまでも充実に努めてきた学校
教育を、『市の魅力を高め、定住を促
す』という視点で捉え直し、一層重
視すべき分野と位置づけました。と

りわけ市民の期待が大きい義務教育
のさらなる充実を図り、市内外の方々
から『このまちで学ばせたい、学び
たい』と思われる環境づくりを目指
しています」
　これからの時代を生きる子どもた
ちに育みたいのは、グローバル社会
で主体的に行動し、未来を切り拓い
ていく力だ。
　「現代は価値観が多様化し、成功が
約束される特定のロールモデルもあ
りません。そうした時代に、自分は
どのような人間であり、何をしたい
のかを見つめ、社会に貢献できる人
になってほしいと考えています。そ
の土台となる資質・能力を育むのが、
義務教育の役割だと捉えています」
（伏見市長）
　将来どのような道に進むとしても、
確かな学力が生きる上での土台にな
るとして、少人数学級の導入や習熟

度別授業の実施、小・中のスムーズ
な連携など、様々な学力向上施策に
取り組んできた。
　グローバル社会を見据えて、英語
教育にも重点を置く。２００５年度に
は文部科学省の「小中一貫英語教育
特区」に認定され、英語教育の研究
を進めてきた。その成果を踏まえて、
現在では、すべての市立小・中学校
に英語指導員を配置し、英語４技能
を育成する小中一貫英語教育を推進
している。２０１８年度には、生徒の英
語運用能力を客観的に測定して今後
の授業改善に生かすため、市立中学
校の２年生全員が英語の資格・検定
試験「ＧＴＥＣ」＊１を受検した。

　現在積極的に進めているのがＩＣＴ
教育だ。特に、これまで十分とは言
えなかったタブレット端末の配備に
力を注いでいる。伏見市長が私立の
先進校を視察した際、教員や子ども
たちがＩＣＴ機器を使いこなし、従来

◎大阪市と京都市の中間に位置する中核市。西に淀川
が流れ、東には生駒山系の山々がある。2016 年には
商業施設の「枚方 T-SITE」がオープンするなど、都
市的な便利さを有しながら、歴史や自然など多様な魅
力を併せ持つまちとして発展を続けている。

大阪府枚方市
プロフィール

人口　約 40万 2000人　面積　約65㎢
市立学校数　小学校 45 校、中学校19 校
児童生徒数　約 3万 2000人　電話　072-841-1221（代表）
URL

　　　　　　（教育委員会）
http://www.city.hirakata.osaka.jp/category/2-3-0-0-0.
html
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ICTの大規模配備で授業を変え、
社会を生き抜く力を義務教育で育む
大阪府枚

ひ ら か た

方市
大阪府枚方市は、「人が集まるまちづくりの推進」を重点施策のトップに掲げ、学校教育の充実を図っている。
学力向上や英語教育の充実など、これまでに進めてきた教育改革をさらに加速させるため、
近年は、市長が先頭に立ち、教育委員会と市長部局が一体となって
ＩＣＴ環境の整備に精力的に取り組んでいる。

首長部局と教育委員会の連携

＊１　ベネッセが提供する、スコア型英語４技能検定。　

枚方市教育委員会の施策

義務教育を充実させ、
人が集まるまちをつくる

市の基本方針

協働学習や発表活動を充実
自ら思考して学び合う授業を

ICT環境整備のねらい
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と大きく異なる授業が展開される光
景を目のあたりにして、課題意識を
強めたことがきっかけだった。
　２０１７年度は、モデル校の同市立
第四中学校に４５台（教員用５台を含
む）を配備し、効果的な活用法の研
究を行った。さらに、２０１９年４月
には、同校の配備台数を９００台に増
やし、全校で１人１台の環境を整え
る。その後、同校での研究成果を踏
まえて、全市への展開を検討する計
画だ。
　タブレット端末を活用する最大の
ねらいは、授業改善の推進にある。
そこで、ベネッセコーポレーション
とも連携して、民間のノウハウも積
極的に活用している。
　「日常生活の中で、子どもが自分で
考え判断する機会が減ってきている
のではないかと危惧しています。先
行きが予測しにくいこれからの社会
に備え、自分で考え、判断する体験
を重ね、習慣づけしておくことが大
切です。日々の授業の中で、子ども
が自ら課題を見いだして解決したり、
たくさんの情報から必要なものを抽
出したりする学びをつくり出す上で、
タブレット端末は非常に有効だと捉
えています」（伏見市長）
　タブレット端末には学習支援ソフ
トウェア「ミライシード」＊２を導入
し、授業に協働学習や発表活動など
を多く取り入れていく。また、これ
まで板書していた内容のうち、可能
なものは画面表示に代替する。その
分、教員が子どもとじっくり向き合
う時間を増やし、対話を通して個々
の考えを深める授業を目指す。
　枚方市教育委員会（以下、市教委）
総合教育部教育政策課の高橋大輔指
導主事は、次のように語る。
　「子どもたちの協働を支えながら、
一人ひとりのよさを引き出していく。
そうした学びを通して、本市の教育
目標である『学びあい、つながりあい、

一人ひとりの未来をひらく』が、具
現化されていくと考えています」
　ＩＣＴ機器を活用して、英語教育を
さらに充実させるねらいもある。
　「英語教育と情報教育は、コミュニ
ケーション能力の向上が目的の１つ
である点で共通しており、両者の親
和性は高いと捉えています。今後、
一体感を持たせた授業づくりを検討
していきます」（高橋指導主事）

　タブレット端末は、家庭学習でも
活用している。学校教育部教育指導
課の永山宜

ぎ

佑
ゆう

主幹は、その期待を次
のように語る。
　「第四中学校では、授業改善に加え
て、家庭学習における活用法も研究
しています。同校からは、生徒の家
庭学習に対する意識が高まり、家庭
学習時間が増加したという報告を受
けています。配備台数を増やし、１
人１台の環境が整えば、利用場面が
多様化し、使用頻度も増加すると期
待しています」
　ＩＣＴ機器による授業や家庭学習の
改善を進めるには、教員が効果的な
活用法を把握することが欠かせない。
そこで、市教委では、教員研修にも
力を注いでいる。
　「タブレット端末をすべての授業で
使う必要はなく、効果的に生かせる
場面を見極めて活用すればよいと捉
えています。そこで、研修では、機
器活用の目的や必要性を十分理解す
ることに始まり、その目的を実現す
るための具体的な活用事例を伝えて
います。そして、実際に授業で使い、
子どもの変容を通して効果を実感し
てもらうことが、取り組みの浸透と
定着に向けて重要になると考えてい
ます」（永山主幹）
　タブレット端末の活用で、教員の
多忙化の解消もねらっている。同市

では、これまで校務支援システムを
導入し、教員に１人１台のパソコン
を整備するなどして業務負担の軽減
を図ってきた。今後は、タブレット
端末を活用して、教員間の情報共有
や意見交換をスムーズにし、会議で
もペーパレス化を進めるなど、業務
のさらなる効率化につなげる計画だ。
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市長　伏見　隆 ふしみ・たかし
大阪府枚方市出身。民間企業勤務時代に政治家
を志し、政策学校を経て、枚方市議会議員（２期）、
大阪府議会議員（１期）を務めた。2015年から
現職。

学校教育部教育指導課
主幹

永山宜佑
ながやま・ぎゆう

枚方市立小学校教諭、
ホーチミン日本人学校教
諭を経て、2015 年度から
現職。

総合教育部教育政策課
係長、指導主事

高橋大輔
たかはし・だいすけ

枚方市立中学校教諭を経
て、2016 年度から現職。
専門教科は数学科。

総合教育部教育政策課
係長

岡田ひとみ
おかだ・ひとみ

枚方市会計室、教育総務
課を経て、2014 年度か
ら現職。

特集　ひとを育てる　まちを創る　教育行政のこれから

１人１台の環境を生かして
家庭学習の充実も図る

＊２　協働学習、一斉学習、個別学習それぞれの学習場面で活用できる複数のアプリケーションで構成された、ベネッセのタブレット学習プラットフォーム。 
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　タブレット端末の本格的な導入は、
市長部局と市教委の緊密な連携によ
り実現した。従来から、同市では市
長部局・市教委・学校の三者の連携
を大切にしてきた。
　「行政と学校現場に認識のずれがあ
ると、施策がスムーズに進まず、多
くの弊害が生じます。ＩＣＴ機器の配
備についても、行政の判断だけで導
入しても、学校現場が必要性を感じ
ていなければ、有効に活用されませ
ん。そこで、市教委が学校現場の情
報を収集するなどして、目線合わせ
に努めてきました」（伏見市長）
　タブレット端末に関しては、教員
から「活用はしたいが、環境整備が
十分ではない」といった声が聞かれ
た。そこで、これまで以上に市長部
局と市教委との連携を強めた。
　「ＩＣＴ機器に関する事業は多額の
予算が必要であり、市民の理解を得な
がら進めることが欠かせません。そ

こで、市長部局と協力して構想を練
り上げていきました」（高橋指導主事）
　市長部局では、伏見市長がビジョ
ンを示すとともに、情報化の推進に
かかわる調整を行う「総務部情報推
進課」、市政にかかわる調整に携わる
「総合政策部企画課」、予算の執行管
理を担う「財務部財政課」が連携して、
検討を進めた（図）。
　一方、市教委では、「学校教育部」
の各課がそれぞれの役割で運営や調
整を行った。「教育指導課」は教育課
程上の調整やモデル校との連携、「教
育研修課」は研修の企画・運営、「児
童生徒支援室」は支援教育における
活用に向けた検討などを担当した。
　市長部局とのパイプ役となったの
が、「総合教育部」だ。同部は、学校
教育部と社会教育部をつなぎ、総合
調整を図るとともに、ＩＣＴ環境を整
備する役割を担った。中でも、「教育
政策課」は、学校教育部と連携して
情報を共有。指導主事と目線合わせ
をした行政職の職員が、市長部局と
やり取りをして調整を進めた。総合
教育部教育政策課の岡田ひとみ係長

は、次のように説明する。
　「今回のタブレット端末配備では、
指導主事から『タブレット端末を活
用して授業をこのように変えたい』
『１人１台が実現すると、こういった
よさがある』『このソフトウェアを導
入すると、授業にこう生かせる』と
いった具体的なビジョンや方策を聞
き、行政職の立場から教育現場の事
情を理解していきました。そして、
必要な資料を整え、市長部局の企画
課や財政課などに何度も説明して共
通理解を図りました」

　こうした取り組みは、効果的なシ
ティプロモーションにもつなげる考
えだ。中学校におけるタブレット端
末の１人１台環境の実現は、これか
らの時代に求められる教育施策とし
て大きなアピール材料になると捉え
ている。また、教育に関する各種デー
タを公開し、教育改革の成果の積極
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今回の１人１台タブレット整備における、枚方市の市長部局と教育委員会の連携の仕組み図

＊枚方市教育委員会提供資料を基に編集部で作成。

総合教育部

学校教育部

教育政策課

教育指導課

児童生徒支援室

教育研修課

•市政にかかわる総合調整

連携

連携

•情報化の推進にかかわる総合調整

•ＩＣＴ環境
　の整備
•全体調整

•学校園との連携

•市長部局との調整、連携
•教育施策にかかわる総合調整

•教育課程上の調整、モデル校との連携

•支援教育における活用に向けた検討

•ＩＣＴ活用力向上に関する研修の実施•予算の執行管理

連
携
・
情
報
共
有

市長

総合政策部
企画課

情報化 推進

総務部
情報推進課

整 算 執行管

財務部
財政課

市長部局 教育委員会

連
携

情報公開で市民の理解を得つつ
シティプロモーションにも活用

今後の展開

市教委が集めた現場の声から
複数の部署で施策を練り上げる

ICT環境整備への道のり
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的なアピールにもつなげている。例
えば、文部科学省の「全国学力・学
習状況調査」の結果と分析内容を市
のウェブサイトに掲載している。
　「保護者や地域の方々が高い関心を
寄せているのが、子どもの学力に関
する情報です。そうした情報は、あ
まり公開してきませんでした。しか
し、成果だけでなく課題も包み隠さ
ず開示することが、施策の理解につ
ながり、教育関係者がさらなる努力
をする動機づけにもなると考えまし

た。総合教育会議などの場で、教育
長や教育委員と十分に議論して施策
を充実させ、それらをシティプロモー
ションにもつなげていきたいと考え
ています」（伏見市長）
　そうして市が一体となってつくり
上げた「枚方の教育」によって、市
の魅力を深く理解し、自分の生まれ
育ったまちに愛着と誇りを持つ子ど
もを育てていく。
　「グローバル化や情報化によって、
国や地域にとらわれずに活躍できる

社会になりつつある今、海外を含め
て知らない世界に飛び込み、数々の経
験を積んで、大きく成長してほしい
と願っています。そして、いずれ枚方
に戻り、その経験を生かして地域のた
めに力を尽くしてくれたらうれしい
限りです。義務教育では、そのように
活躍するための準備段階として、英
語教育やＩＣＴ教育、さらには環境問
題や人権問題など、幅広い教養を育
み、多様な人と触れ合う機会を提供
していきたいと思います」（伏見市長）
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◎ＩＣＴの有効な活用法を教育活動全体の中で模索
　枚方市立第四中学校は、全校生徒800人を超える大規模校

だ。これまで、「協働とつながり」を研究テーマに掲げて教

育活動の改善に取り組んできた。授業では、アクティブ・ラー

ニングの視点を取り入れ、生徒同士の学び合いを積極的に行

い、体育祭と文化祭を合体させた「四中オリンピック」では、

学年縦割り班で生徒同士が話し合いながら活動をつくり上げ

ている。

　そうした協働やつながりを重視した実践は、2017年度、

市教委のタブレット端末の効果的な活用法の検証事業に同校

が指定されたことで加速していると、大西勝徳校長は語る。

　「タブレット端末を使うことで、協働学習の場面をつくり

やすくなり、学び合いの効果が高まりました。とりわけ、意

見の交流や発表の場面でタブレット端末を活用することで、

生徒一人ひとりがつながり、多様な考え方を知ったり、友だ

ちのよさに気づいたりすることが増えたと感じています」

　「総合的な学習の時間」では、1年生は出身小学校について、

2年生は職場体験の活動内容について、タブレット端末を用

いて発表。プレゼンテーション能力の向上にも努めている。

　2018年度は公開授業を３回実施し、思考・表現ツールと

して活用する方法や、調べ学習を効果的に進める探究学習な

ど、各教科での実践事例を共有した。

◎１人１台の環境を生かし、授業や家庭学習を改善
　これまでは、全校で40台の配備だったため、使用する学

級のスケジュール調整のほか、機器の持ち運びや設置が思い

のほか負担となり、活用が広がりづらい面があった。2019

年度には１人１台の環境となる予定であるため、授業でも活

用しやすくなり、家庭学習やポートフォリオ作成などにも有

効活用できること

を期待している。

　「これまで学校

行事の準備は、学

年縦割り班が体育

館などに集まって

協議していました

が、今後は、それ

ぞれの教室にいても、タブレット端末で動画や画像を活用し

て効果的に話し合いができると考えています」（大西校長）

　デジタルネイティブの生徒たちは、ＩＣＴ機器の操作には

非常に慣れている。ルールをしっかり教えれば、生徒自身の

力で有効な活用法を見つけ出していく姿が見られるという。

今後は、教員自身が学び合いを進めながら活用法を出し合い、

より効果的な教育活動をつくり出していく姿勢が大事になる

と、大西校長は語る。

　「生徒のチャレンジを促すような活用法の研究をさらに深

め、協働力や他者理解力、傾聴力、情報活用能力、課題解決

能力といった、これからの時代に不可欠な力の育成を図って

いきます」

校長

大西勝徳　おおにし・かつのり

教職歴 34年。同校に赴任して2年目。

施策の
実践事例校

枚方市立第四中学校プロフィール
生徒数 826人
学級数 26学級（うち支援学級４）
電話 050-7102-9195
URL http://www.city.hirakata.osaka.jp/
 soshiki/5-16-0-0-0_2.html

枚方市立第四中学校
「協働とつながり」をテーマにした教育活動が、ＩＣＴ活用により加速

特集　ひとを育てる　まちを創る　教育行政のこれから
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　学力の低下や学校の荒廃が問題と
なっていたイギリス＊１では、１９７０年
代から国家主導で学校改革を推進し
てきました。公立学校経営の権限を、
日本では教育委員会に相当する「地方
教育局」から各校に委譲して自律的
な学校経営を促し、国はそれを支え
るための様々な制度を整えました。
　学校経営の意思決定権は、保護者
代表、教職員代表等から成る「学校
理事会」が持ち、学校理事会によっ
て採用された校長が現場の経営管理
を担うようにしました。教育課程も、
日本の学習指導要領に相当する「ナ
ショナル・カリキュラム」を基に、
各校が独自に編成します。そして、
２～３学年をひとまとめにした段階
（キーステージ）ごとの最終学年に実
施される「全国共通試験」で、到達
度を測るという仕組みにしました。
　そして、学校独自に行う教育の質
を維持・向上させるため、国の機関
である「教育水準監査院」＊２が、定
期的に監査を行います。そこで評価が
低いと改善が勧告され、その後の監査
で改善が見られないと判断されれば、
廃校も免れないというシステムです。
　イギリスの公立学校は元々、教会

や地域の有力者などが設立するケー
スが多く、廃校に対する地域住民の
抵抗は日本と同じようにあります。
一方で、学校の予算は原則、児童・生
徒数に応じて国から配分されるため、
小規模校はどうしても財政規模が小
さく、教育の質確保に影響が出てき
ます。
　そうした課題を解決する手段の１
つとして生まれたのが、複数の学校
を１つの学校体として経営を行う
「フェデレーション」です。

　事例として、車で２０～３０分ほど
離れた３校で構成された、ノーフォー
ク州＊３にあるフェデレーションを紹
介します（図）。まず、学校予算は、
３校分をまとめて１校分として編成
します。そうすると、予算規模が大
きくなり、経営基盤が整います。各
校の校長職をなくし、経営能力の高
い統括校長を１人雇用し、３校すべ
ての経営管理を任せました。そして、
各校には日常業務を管理する教頭を
配置し、管理職の給与を抑えました。
　教育課程も３校分まとめて編成し、
教材も統一します。各校に必要な教
員数を確保できなくても、教員が学

校間を行き来して授業ができるよう
に時間割を組めますし、教材は同じ
ですから、学校が異なっても指導でき
ます。教材は１つ購入して３校が持
ち回りで使い、教材費を抑えました。
また、学校存続のために地域が寄贈
したミニバスを共同所有しています。
それを活用して子どもたちが移動し
て合同授業を実施することで、教育
活動の幅が広がりました。教育課程
も教材も統一されていますから、３
校合同の研修も行えるので、効果も
高まります。
　そのように、複数の学校を一元管
理することで、各校が保有する資源
を共有し、指導改善を促進して教育
の質を担保し、過疎地域においても
学校の活性化を図るのです。
　フェデレーションは、小規模校の
効果的な経営改善を促進し、かつ子
どもの教育機会を保障することから、
２００２年に法制度化され、全国的に
広がりました。その形態は多様で、

＊１　本稿におけるイギリスとはイングランドのことを指す。　＊２　Offi ce for Standards in Education, Children's Services and Skills, ofsted　
＊３　イングランド東海岸の州。ロンドンから州都ノリッジまで 200キロほどの距離に位置する。
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うえだ・みどり
日本学術振興会特別研
究員、佐賀大学高等教
育開発センター講師など
を経て、2006 年度から
現職。専門は、教育行
政学、教育経営学、イ
ギリスの教育。日英の比
較研究の視点から、学

校評価、学校改善、学校の管理職のリーダーシッ
プなどを研究している。

イギリスでの学校間連携に見る、
小規模校の学校力向上のヒント
国立教育政策研究所　教育政策・評価研究部　総括研究官　植田みどり
イギリスでは、複数の学校がフェデレーション（Federation、連合）し、
教育課程の編成や教員の配置などを行う仕組みが、学校力を向上させる有効な手段として定着している。
学校の小規模化や再配置の問題が今後ますます深刻化する日本が、イギリスの学校教育制度から学べることは何か。
日英比較の視点でイギリスの教育行政を研究している、国立教育政策研究所の植田みどり総括研究官に聞いた。

専門家からのオピニオン❶

各校が経営権限を持ち、
独自に教育活動を行う

イギリスの公立学校経営の特徴

複数の学校を１校と捉え、
予算や教育課程を編成

フェデレーションの仕組み
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事例に示したように経営機能まで一
体化したものから、教員研修や教員
の移動などの連携活動を中心とした
ものまであります。
　実際、私が話を聞いた校長の多く
は、フェデレーションで最もよかった
ことの１つに、教員研修機能の強化を
挙げていました。日本の学校にもあて
はまりますが、教員数が少ない小規
模校では、ほかの教員の授業を見る
機会が限られ、代わりの教員がいな
いので学校外の研修への参加も難し
い状況にあります。また、教員の実
質的な任用権は学校にあることから、
小規模校は就職先として選ばれにく
く、教員確保が困難です。それが、フェ
デレーションによって教員研修や互
見授業、教材研究などの機会が確保
され、教員の指導力や授業の質も上
がってきています。フェデレーショ
ンは、イギリスの学校力向上に寄与
していると言えるでしょう。
　なお、イギリスには、各教員に勤
務時間の１０％相当を授業準備や評価
に充てる「ＰＰＡ＊４タイム」という時
間が保障される制度があります。フェ
デレーションでは、その時間を打ち
合わせや研修、あるいは移動に充て

るなどの工夫がされています。

　イギリスの学校改革では、経営者
としての責務を担う校長の養成も大
きな鍵となりました。国は、校長の資
質・能力の基準化＊５、それに基づく校
長資格＊６の設定、それらを開発・管
理する校長養成カレッジ＊７の設立な
どに取り組み、校長の経営管理能力
の向上を図りました。
　フェデレーションなどの学校間連
携を行うためには、複数の学校を経
営管理できる能力の習得が必要です。
イギリスでは、そのためのリーダー
シップモデルの開発とともに、優秀校
長＊８を認定し、近隣の学校の経営支
援などを行うことを奨励しています。
　そのように、イギリスではフェデ
レーションなどの手法を用いて、優
秀な校長が近隣の学校同士と連携・
協働するネットワークを組織し、各
校が自律的に自己改善できる環境づ
くりが進められています。
　また、そうした仕組みが普及する

ことで、地方教育当局の役割も変化
していきました。特に、２００５年以
降は、教育とともに、福祉や医療、
就学前教育なども含めた子どもサー
ビスの管轄下に入ったことで、「地方
当局」に改称され、学校教育に関す
る機能が縮小される傾向にあります。
　ただ依然として、地方当局は、管
轄地域内の子どもの教育機会を保障
し、教育水準を維持する責任を有し
ています。現在も、日常的な学校の
状況を観察し、経営状況や教育水準
が芳しくない学校への支援や介入を
行っています。また、学校に地域住
民や保護者の代弁者として彼らの要
望を伝え、調整役となることも期待
されています。

　日本とイギリスとでは様々な前提
条件が異なります。しかし、地域存
続の象徴でもある学校の小規模化や
統廃合が進行する今、日本でも、学
校間連携の可能性や、そこでの教育
委員会の役割をもっと柔軟な思考で
検討してはどうでしょうか。学習内
容の基準として学習指導要領があり、
教科書も地域で共通して採択されて
いますから、複数校で教育課程を編
成しやすいのではないかと考えます。
教員配置や勤務管理については工夫
が必要かもしれませんが、モデル事
業として始めるのも１つの方法であ
り、検討の余地はあると思います。
　新学習指導要領の全面実施、働き
方改革やチーム学校など、様々な改
革が打ち寄せている今だからこそ変
革のチャンスです。学校の設置者で
ある教育委員会が、学校力向上をリー
ドできる存在です。柔軟な思考と一
歩踏み出す勇気と責任を持って学校
を支援していただきたいと思います。

＊４　Planning, Preparation and Assessment の略。 ＊５　現在は、National Standards of excellence for Headteachers　＊６　National Professional Qualifi cation for 
Headship, NPQH　＊７　現在は、Teaching Regulation Agency　＊８　National Leaders of Education
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イギリスのフェデレーションの仕組み（例）図

学習発表会、行事などを３校合同で実施

職能開発研修（特定の日時を設定。学年団をローテーションで実施）

教材や設備の共有（教材やミニバスなどをローテーションで活用）

統括校長 ３校を一元管理

事務長（スクールビジネスマネージャー）
財務等の事務管理

副校長
カリキュラム・教員研修等の管理

教頭

教員

Ａ小学校

教頭

B小学校

教頭

C小学校

週１日はA小学校へ
週２日はＢ小学校へ

日常的な教育活動の管理

学校理事会

特集　ひとを育てる　まちを創る　教育行政のこれから

校長に学校経営者としての
資質・能力と意識を養成

校長や自治体の役割 今が改革のチャンス、
柔軟な思考で学校支援を

学校力向上に向けて

＊植田総括研究官への取材を基に編集部で作成。
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　近年、シティプロモーションの手
段として、「学校教育」とりわけ「学
力向上」に着目する自治体が増えて
います。定住人口の増加を目標とし
た場合、学力向上は有効なコンテン
ツであると、多くの自治体が認識し
つつあるからです。実際、文部科学
省の「全国学力・学習状況調査」の
得点が高い自治体ほど、人口が増加
する傾向が見られました（図１）。
　子育て世代にとって、「学校教育の
充実」は、居住先を選択する際の重
要な要素の１つとなります。ただ、
多くの自治体において、学力向上施
策を推し進めようとしている主体は
首長部局であり、学力に限らず全人

的な教育を重視する教育委員会との
間に温度差があるケースが見られま
す。
　学校教育において、知・徳・体の
バランスのよい育成が重要であるこ
とは、言うまでもありません。その
際に、住民目線に立った教育行政を
展開することも当然ながら重要です。
子育て世代を中心とした住民が、「子
どもの学力向上」を求めているのな
らば、最上位目標である教育基本法
の目的＊１と、今後の社会・地域に必
要な資質・能力を踏まえた上で、地
域住民の希望する「学力」をすり合
わせて期待に応えようとする姿勢が
大切ではないでしょうか。

　では、どのようにして、自治体組
織全体で学力向上に向けた体制を構
築すればよいのでしょうか。
　首長部局と教育委員会が連携して
学力向上に取り組んでいる例として
は、埼玉県戸田市が挙げられます。
同市は２０００年代前半に急増した、
いわゆる「平成の大合併」の時、周
辺自治体との合併構想に参加しない
と決断しました。そのため、さいた
ま市や川口市、東京都北区といった

大規模自治体に囲まれる中で、自市
が埋没してしまうことに危機感を抱
きました。そこで、市の魅力を打ち
出そうと、市長と教育長が連携し、「教
育日本一」を掲げてＩＣＴ教育や英語
教育などを強力に推進したのです。
同市では、教育以外にも多様なシティ
プロモーションを行い、２０１５年の
国勢調査では全国でもトップクラス
の人口増加率を示す自治体となりま
した。そのように、首長部局と教育
委員会が、まちの将来についての危
機感を共有できているかが重要だと
言えます。そして、この動きは、新
市長になって加速しています。
　また、民間との連携は、自治体職員
の意識を変える上で有効です。一般
企業では、顧客目線でものごとを考
えることが徹底されています。公民連
携で事業に取り組むと、自治体職員
にも住民目線で行政サービスを提供
するという意識が高まっていきます。

注）人口増減率は国勢調査、学力テストは文部科学
省「全国学力・学習状況調査」の結果を基に算出。
＊牧瀬准教授提供資料を基に編集部で作成。

＊１　P.6 の１段１行目参照。
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まきせ・みのる
神奈川県横須賀市都市
政策研究所、日本都市
センター研究室、地域
開発研究所研究部等を
経て、2017 年度から
現職。東京大学高齢社
会研究機構客員研究員、
沖縄大学地域研究所特

別研究員を兼務。専門は自治体政策学、地域施
策、行政学。アドバイザーとして市区町村のまち
づくりや政策形成に広くかかわっている。

学力テストと人口増減率の関係図１

人口増減率（％）

合計点
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人口増減率（％）

合計点

－4.00 －2.00 0.00 2.00 4.00 6.00 8.00

高

低

学校教育の充実や学力向上は、
地域活性化の要となるコンテンツ
関東学院大学　法学部　地域創生学科　准教授　牧瀬　稔
ここ数年、学校教育の充実に力を注ぎ、子どもたちの学力の向上を図ることが、
定住人口の増加などの地域活性化につながると注目されている。まちの特徴を外部にＰＲする
「シティプロモーション」の観点から、現状の教育行政や教育委員会にはどのような課題と改善点があるのか。
数多くの自治体でアドバイザーを務めている関東学院大学の牧瀬稔准教授に話を聞いた。

専門家からのオピニオン❷

学力が高い自治体ほど
人口の増加傾向が見られる

なぜ「学力」が注目されるのか

首長と教育長との
危機感の共有が成功の鍵

組織づくりのあり方
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　例えば、愛媛県の西条市教育委員
会では、大手企業の社員を任期つき
で受け入れています。そこの社員は、
学校にＩＣＴ機器を積極的に導入し、
業務効率の改善を図りました。その
結果、教員の残業時間が減り、余裕
ができた時間を児童・生徒の指導に
充てられるようになり、学力向上に
も結びつきました。公民連携によっ
て、教育行政に新しい風を吹き込む
ことに成功した事例です。
　教育の新施策を打ち出した時や成
果が出た時には、報道機関などに情
報を提供し、積極的に外部に発信す
ることも重要です。新聞やテレビに
取り上げられることで、「うちのまち
は頑張っている」と、住民、職員、
そして教員の、まちや職務に対する
意識が高まります。そうした意識変
革の手段として、メディアへの発信
をもっと有効に活用すべきです。

　全国的な傾向では、妊娠出産期～
乳幼児向けの行政サービスを特色と
してＰＲする自治体が大勢を占めてい
ます。ところが、これはあまり知ら
れていませんが、小学生以上の子ど

もを持つ世帯を対象とした方が、財
政運営の観点ではより効果的なので
す（図２）。そうしたことからも、学
力向上施策に力を入れる自治体は、
今後増えていくと予測できます。
　そこで、同じ学力向上施策でも、
他の自治体との差別化を図ることが
重要になります。英語教育の充実を
掲げる自治体もあれば、基礎学力の
定着に力を注ぐ自治体があってもよ
いでしょう。例えば、私がアドバイ
ザーとしてかかわる自治体では、ＳＴ
ＥＭ教育＊２の充実を検討中です。
  差別化に向けては、自治体の状況や
特徴、教育資源、住民の教育に対す
る期待などの情報を収集し、分析す
ることが重要です。周辺自治体と比
較をした時の自分たちの強みと弱み、
可能性と課題の把握も不可欠です。
そうした中から、他の自治体とは異
なる、自分たちだからこそできるこ
とを見いだして、特色ある学力向上
施策を打ち出すのです。
　そうした情報収集や情報分析、分
析に基づいた施策立案を効果的に行
うには、首長部局や教育委員会内に
シンクタンクがあると、エビデンス
に基づく客観的で詳細な分析が可能
となります。既に、戸田市は戸田市
政策研究所、西条市は西条市自治政
策研究所を設置しています。

　また、首長部局や教育委員会だけ
では解決できない壁を乗り越えるた
めに重要となるのが、大学や研究機
関、企業、地域住民との連携です。
あるいは、近隣の自治体と連携して、
共同で学力向上施策を推し進めると
いう方法もあり得ると思います。限
られた予算、資源、人材で最大限の
成果を手に入れるために、外部リソー
スはぜひ活用したいところです。

　定住人口の増加を図る手段として、
学力向上施策は確かに有効なコンテ
ンツですが、万能薬ではありません。
ある自治体では、学力向上施策によっ
て人口が増えたものの、成績上位層
の子どもが都市部の高校に進学し、
その後、大都市に進学・就職してし
まい、地元に戻って来ないという問
題に直面しています。
　そこで、教育の充実とともに、住
民の「シビックプライド」（自分たち
のまちに対する誇りや愛着）を高め
る取り組みも行うことが重要です。
ふるさとに誇りや愛着を持っていれ
ば、一度はまちを出たとしても、大
好きな地元にいつか戻ろうという意
識を持ち続けられます。さらに、地
元に戻った時に安心して生活できる
よう、雇用の創出を図ることも必要
です。それらの施策を連動して行う
ことで、多くの人々から「このまち
に移り住みたい。ずっと住み続けた
い」と思われる自治体になると考え
ます。
　教育は、地域活性化の要となり得
る、重要なコンテンツです。シティ
プロモーションの観点から教育を捉
えるという発想を持つことで、教育
施策もさらに充実したものになるの
ではないでしょうか。

＊２　STEMは、Science、Technology、Engineering 、Mathematics の頭文字で、STEM教育は、科学・技術・工学・数学に重点を置いた教育、人材育成のこと。
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子育て世代における子どもの成長に伴う、行政収入の変化イメージ図２

出生から小学校入学までは医療費や保育料の助成などで支出の方が多いが、その後は子どもの年齢が
上がるにつれ、保護者の年齢も上がることで世帯年収が増え、子ども向けの支出が減っていくため、収
支がプラスとなる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊牧瀬准教授提供資料を基に編集部で作成。

金
額

子どもの年齢

税収
（世帯年収にほぼ比例）

行政サービス支出
（各種手当など）

乳幼児 小学生 中学生 高校生 大学生

収支がプラス収支がマイナス

特集　ひとを育てる　まちを創る　教育行政のこれから

強みや弱みを分析し、
他の自治体との差別化を図る

施策づくりのポイント

「シビックプライド」を高め
住み続けてもらえる自治体に

さらなる地域活性化のために
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図１ ｢あこがれの人｣ がいるかどうか（学校段階別）

図３ ｢あこがれの人｣ とする理由の上位（学校段階別×性別）

図２ ｢あこがれの人｣ の上位（学校段階別×性別）

注１）「あなたが『あの人のようになりたい』と思う人（あこがれや目標とする人）はどのような人ですか。」とたずねる
項目で、「スポーツ選手」「学校の先生」「お母さん」「その他」など１１種類の選択肢のうちどれか１つを選択した
人を「あこがれの人｣が「いる」とし、「いない」を選択した人を「あこがれの人｣が「いない」とした。

注２）本稿での「小学生」は「小４～６年生」を指している。以下同様。

小学生

中学生

高校生

72.7

いる

22.0

いない

5.4

60.7 33.9 5.4

55.4 41.2 3.4

無回答・不明

（％）

小学生 中学生 高校生

男子 女子 男子 女子 男子 女子

第１位 才能がある 人にやさしい 才能がある 努力している
（努力した） 才能がある 努力している

（努力した）
29.6 18.8 27.7 20.4 23.6 22.0

第２位
努力している
（努力した） 才能がある 努力している

（努力した） 人にやさしい 生き方や考え方
がすばらしい

生き方や考え方
がすばらしい

15.1 15.2 17.1 16.1 19.7 18.6

第３位
いろいろなこと
を知っている

いろいろなこと
を知っている

生き方や考え方
がすばらしい 才能がある 努力している

（努力した） 才能がある

11.8 14.3 10.5 13.3 13.4 13.7

注１）「あこがれの人」がいる子どもを対象に分析。　注２）学校段階別や性別ごとに上位３位までを示した。

小学生 中学生 高校生

男子 女子 男子 女子 男子 女子

第１位
スポーツ
選手 お母さん スポーツ

選手
上の学年の人
（先輩）

スポーツ
選手 芸能人

28.6 13.9 16.1 15.3 8.1 16.1

第２位
科学者や
研究者 友だち 上の学年の人

（先輩） 芸能人 上の学年の人
（先輩）

上の学年の人
（先輩）

8.2 9.7 7.0 11.6 7.2 9.7

第３位 お父さん 芸能人 科学者や
研究者 友だち 科学者や

研究者 お母さん

7.0 7.5 5.5 8.7 5.8 7.3

第４位 友だち スポーツ
選手 友だち お母さん 学校の先生 友だち

3.5 6.9 4.1 7.7 5.2 6.0

第５位
上の学年の人
（先輩） 学校の先生 会社の社長

（経営者） 学校の先生 芸能人 学校の先生

3.2 5.4 3.9 4.7 4.6 5.3

注）学校段階別や性別ごとに「その他」を除いて上位５位までを示した。

（％）

（％）

｢あこがれの人｣の
子どもにとっての意味は？
今回は小・中・高校生の ｢あこがれや目標とする人｣ に関するデータを取り上げます。
｢あこがれの人」がいる子どもはどれぐらいいるのかや、その存在と子どもの
将来への意識との関連を探り、子どもにとっての ｢あこがれの人｣ の意味を考えます。

1 ｢あこがれの人｣がいるのは小学生７割、中学生６割、高校生５割強

データで教育を読む

Benesse 
Report

第 7 回

小・中学生の ｢あこがれの人｣ は「友だち」
　多くの人は、子ども時代に ｢あこがれ
の人｣ がいたのではないだろうか。

　本調査でも、７割の小学生が「『あこが

れの人』がいる」と回答したが、学校段

階が上がるにつれ、中学生では６割、高

校生で５割強と、その割合は減少してい

く（図１）。
　子どもの ｢あこがれの人｣ は、小学生

男子で１位が３割弱と突出した以外は、

上位の存在は比較的多岐にわたり、性別

や学校段階別に違いが見られた（図２）。
　男子では、小・中・高校生を通じて「ス

ポーツ選手」が1位だ。女子では、｢お母

さん｣ が小学生だけではなく、中・高校

生でも５位以内に入っている。男子は社

会的に活躍する人、女子は「芸能人」や

身近な人を、「あこがれの人」として挙げ

ているのが特徴である。

　また、中・高校生になると、性別に関

係なく、｢上の学年の人（先輩）｣ や ｢学

校の先生｣ が ｢あこがれの人｣ となり、

重要な存在となっていることが分かる。

｢あこがれの人｣ の理由から成長が感じられる
　子どもが ｢あこがれの人｣ とする理由
は何だろうか。男子は、小・中・高校生

を通じて、「才能がある」を1位に選んで

いる。女子は、「才能がある」より「人

にやさしい」｢努力している（努力した）｣

の方が、順位が高い。

　また、小学生で上位にあった「いろいろ

なことを知っている」は中・高校生で３

位以内に入らず、高校生では男子・女子と

も ｢生き方や考え方がすばらしい｣ が2位

に挙がる（図３）。｢あこがれの人｣ とす
る理由が少しずつ変化していることから、

子どもの成長している姿がうかがえる。
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図４ 将来についての意識（学校段階別）

図５ 小・中学生の将来についての意識（「あこがれの人」がいるかどうか別）

注）子どもに「あなた自身の将来について、次のことはどれくらいあてはまりますか。」をたずねた12項目のうち、家族
志向、経済的自立志向、社会貢献志向、出世志向を代表する４つの項目をピックアップし、図示した（図５も同様）。

家族
志向

家族を大切にして
暮らしたい

小学生

中学生

高校生

とてもあてはまる

（％）0 20 40 60 80 100

経済的
自立志向

親に頼らず、
自分がかせいだ
お金で生活したい

小学生

中学生

高校生

社会貢献
志向

社会のために
貢献したい

（社会の役に立ちたい）

小学生

中学生

高校生

出世
志向

出世して
高い地位に
つきたい

小学生

中学生

高校生

まああてはまる

69.4 26.8

54.3 39.8

47.1

43.2 41.2

43.0 46.2

45.2 46.5

29.9 40.9

22.7 45.3

47.121.4

26.620.8

31.719.2

33.518.0

46.2

0 20 40 60 80 100

家族
志向

家族を大切にして
暮らしたい

いる

いない

（％）

経済的
自立志向

親に頼らず、
自分がかせいだ
お金で生活したい

いる

いない

社会貢献
志向

社会のために
貢献したい

（社会の役に立ちたい）

いる

いない

出世
志向

家族
志向

経済的
自立志向

社会貢献
志向

出世
志向

出世して
高い地位に
つきたい

いる

いない

家族を大切にして
暮らしたい

親に頼らず、
自分がかせいだ
お金で生活したい

社会のために
貢献したい

（社会の役に立ちたい）

出世して
高い地位に
つきたい

とてもあてはまる「あこがれの人」が まああてはまる

小
学
生

いる

いない

いる

いない

いる

いない

いる

いない

中
学
生

73.0 23.4

56.5

46.2 39.3

32.5 48.4

33.4 40.4

16.1 43.8

27.123.0

13.3 25.2

60.2 35.2

43.3 48.5

46.4 44.8

36.6 50.1

26.8 46.9

42.614.7

33.320.2

29.917.4

39.2

16.4ポイント差

13.9ポイント差

2 ｢あこがれの人」がいる子どもの方が、将来への意識が高い
学校段階が上がると経済的自立志向も上昇
　それでは、｢あこがれの人｣ は子どもた
ちにとって、どのような意味を持ってい

るのだろうか。子どもの将来についての

意識と、｢あこがれの人｣ の有無との関連

を見ていく。

　まず、子どもの将来への意識を、家族

志向、経済的自立志向、社会貢献志向、

出世志向に分けて、代表する項目を見て

みると、小・中・高校生とも家族志向が

最も高く、9割超（「とてもあてはまる」

+「まああてはまる」の％、以下同様）で

ある（図４）。また、経済的自立志向と出
世志向は、学校段階が上がるにつれ、少

しずつ上昇する傾向がある。

｢あこがれの人｣ の存在は子どもの成長を促す
　次は、小・中学生の将来への意識と、「あ
こがれの人」の存在との関連を見ていく

（図５）。小・中学生に共通しているのは、
「あこがれの人」が「いない」子どもに比

べ、｢あこがれの人｣ が「いる」子どもの

方が将来への意識が高いことである。特

に、社会貢献志向では、小・中学生とも

10ポイント以上の差が開いている。

　｢あこがれの人｣ が「いる」ことで、そ

の人の職種や考えなどにとらわれ、子ど

もの将来や考えを狭めてしまう恐れがあ

ると考える人もいるだろう。だから、｢あ

こがれの人｣ を持たない方がよいと主張

する人がいるかもしれない。

　しかし、本調査の結果を見ると、子ど

もたちが ｢あこがれの人｣ とするのは、

学校段階などによって変化している。｢あ

こがれの人」を持つと、目指す将来目標

を持てるようになり、その目標に向かっ

て努力する動機づけにもなる。｢あこがれ

の人｣ の存在は子どもの成長を促す大切

な要素の１つだと言えるのではないか。

データ解説

ベネッセ教育総合研究所
初等中等教育研究室長

邵 勤風
しょう・きんふう 

初等中等教育領域を中心に、子ども・保護者・教員の意識や
実態に関する調査研究を担当。子どもの発達を踏まえ、学び
の連続性を保障するための適切な環境のあり方に関心を持つ。

「子どもの生活と学びに関する親子調査 2017」
東京大学社会科学研究所とベネッセ教育総合研究所が共同で立ち上げた「子 
どもの生活と学び」研究プロジェクトによる第３回調査（2017年実施）。毎年、
小学１年生から高校３年生までの親子約２万組に  調査し、子どもの成長のプ
ロセスや成長に必要な環境・働きかけを明らかにしている。2018年７月に第
４回調査を実施。

◎詳細は下記ウェブサイト（プロジェクトの進行状況）をご覧ください。
https://berd.benesse.jp/special/childedu/　

出典
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　熊本市教育委員会（以下、市教委）
では、早くから新学習指導要領を見
据えた教育活動に取り組んできた。
確かな学力を育むための「授業づく
り５つの視点」（図１）を掲げ、全

市立小・中学校で実施している。一
方、学力調査やＩＣＴを学力向上に活
用する動きについては、課題が見ら
れた。それらの整備・活用が進展し
始めたのは、遠藤洋

ひろみち

路教育長が就任
した２０１７年４月からだ。当時の課題
意識を遠藤教育長は次のように語る。
　「社会がますます予測不可能になる

中、次代を担う子どもには自ら考え
行動し、学び続ける力が必要です。
子どもは素直で純朴で、基礎学力は
全国平均レベルを維持しています。
それも、先生方の熱心な指導の成果
と捉えていますが、主体性や個性を
伸ばす指導には物足りなさもありま
した。決められたことに従い、教わっ
たことをするだけでなく、自ら人生
を切り拓く力を身につけさせたいと
考えました」
　その実現に向けて強化しているの
が、ＩＣＴ活用だ。
　「『授業づくり５つの視点』を実践
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◎熊本県の中央部に位置し、古くから城下町として栄え
る。2008年に富合町、2010年に城南町、植木町と合併、
2012 年に全国で20 番目の指定都市となる。熊本地震
からの復興を目指し、一丸となって取り組んでいる。

熊本県熊本市
プロフィール

人口　約74万人　面積　約 390㎢　　
市立小・中学校数　小学校 92 校、中学校 42 校　児童生徒数　約６万人
電話　096-328-2721（教育委員会学校教育部指導課）　
URL　http://www.city.kumamoto.jp/

◎学校のICT環境の整備
が、相対的に後れていた。

◎市独自に学力調査を
行っていたが、実施時期
の関係で、授業改善にう
まく生かせていなかった。

◎2018年度から3年間で、全
市立小・中学校に電子黒板と
タブレット端末、「ミライシー
ド」＊１を配備。

◎「熊本市学力調査」の結果
を市教委主導で分析し、指導
事例を市内全校で共有。

◎「熊本市学力調査」の結果を次年度の年間指導計
画に反映させる、授業改善の枠組みを確立。

◎ICTのモデル校では、子どもの学習活動が活発にな
り、教員も率先してタブレット端末を使うように。

◎子ども一人ひとりの学力やつまずきに合わせたデ
ジタルドリルを配信する機能を、ベネッセと共同で
研究・開発。2019年７月以降に運用開始予定。

学力調査の結果とタブレット教材を
連動させ、個に応じた学力向上を支援
　

熊本県熊本市では、「熊本市学力調査」を活用した授業改善と、ICT導入による学力向上に努めている。
熊本市教育委員会と学校現場が連携してPDCAサイクルを構築するとともに、
タブレット端末を活用して、子ども一人ひとりの課題に応じた指導を実現し、確かな学力の定着を目指している。

第７回

熊本県熊本市
ICT活用

2020年度までに全市立小・中
学校にタブレット端末を配備

背景と課題 実践のポイント学
力
向
上
へ
の
ス
テ
ッ
プ

成果・展望

教委と現場で進める

学力向上への
ステップ

授業改善の推進に向け、
学力調査とICT環境を整備
熊本市教育委員会

教育委員会の施策

＊１　熊本市では、ベネッセのタブレット学習プラットフォーム「ミライシード」の機能の１つである「ドリルパーク」を配備。「ドリルパーク」は、個別に学習を進めるための国語・
算数（数学）・理科・社会・英語（中学校のみ）の教材で、子どもが自分の理解度に合わせて内容を選び、学習することができる。　　
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するツールの１つとしてＩＣＴ環境を
整備し、考えを深めたり、発表した
りする場面を増やすことで、子ども
の学習意欲が喚起され、先生方の意
識も変わると考えました。また、本
市の学校におけるＩＣＴ環境の整備率
を高めるというねらいもありました」
（遠藤教育長）
　５年間で４０億円の予算を確保し、
２０１８年９月にモデル校２４校に電子
黒板とタブレット端末を配備した。
２０１９年度には全市立小学校、２０２０
年度には全市立中学校にタブレット
端末を配備予定であり、全国トップ
クラスのＩＣＴ環境の整備を目指す。

　本取材は配備から２か月ほど経っ
た時期だったが、モデル校では早く
もタブレット端末を様々に活用して
いた。例えば、小学校の食育の授業
で行われた和食のよさを紹介するグ
ループ活動では、市販と自家製の出

だ

汁
し

の栄養成分をインターネットで調
べて比較。その結果をタブレット端
末でグラフや写真にしてまとめ、全
グループが授業内で発表した。また、
体育の授業では、子どもたちが自ら
跳び箱を跳ぶ様子を動画で撮影し、
それを見ながら上手に跳ぶ方法を話
し合った。楽しそうにタブレット端
末を使う子どもたちに触発されて、
教員も意欲的に活用するようになっ
ているという。

　市教委では、教員がＩＣＴを活用し
た新たな授業づくりができるよう、
授業時数の調整にも配慮。現在、多め
に確保している予備時数をどの程度
減らせるのか、検討会議を設置してシ
ミュレーションしている。また、ソフ
トウェアのダウンロードやインター
ネット利用などの制限も、吟味した
上で可能な限り撤廃する方針で、家
庭学習への積極的な活用も検討中だ。
　「使用制限を減らすことで、子ども
や教員の創意工夫を引き出し、全国
の学校が取り組みたくなるような新
しい活用法がどんどん生まれること
を期待しています」（遠藤教育長）

　市立小・中学校で年１回行う「熊
本市学力調査」も、学力向上に活用
しやすいよう改善を図る。
　以前は、小学校は１月、中学校は
４月に実施していたが、特に中学校
では前年度の学習内容を復習する時
期としては遅く、調査結果を年間指
導計画に反映することも難しかった。
そこで、２０１８年度から小学校での
実施時期を１２月とし、２０１９年度か
らは中学校も１２月として、調査結果
を次年度の年間指導計画に反映でき
るようにした。学校教育部指導課の
松島孝司課長は、次のように語る。
　「文部科学省の『全国学力・学習状
況調査』は、相対的な本市の状況を
確認できますが、子ども一人ひとり
の学力の状況は、単年（小学６年生
と中学３年生）でしか把握できませ
ん。市の学力調査を毎年実施するこ
とで、子どもの学力を継続的に測り、
誰がどこでつまずいているのかを明
確にし、個々の課題に応じた指導を
充実できるようにしました」
　学力調査はベネッセの「総合学力
調査」を活用。２０１９年１月に熊本
市とベネッセで協定を締結し、調査

結果とタブレット学習支援ソフト
ウェア「ミライシード」＊１を連動さ
せる機能の研究・開発を進めている。
これは、調査結果を基に一人ひとり
に最適なドリルをタブレット端末に
配信するもので、同年７月以降に運
用開始予定だ。森江史

ふみ

子
こ

主任指導主
事は次のように語る。
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学校教育部指導課
課長

松島孝司
まつしま・たかし

学校教育部指導課
主任指導主事・主査

森江史子
もりえ・ふみこ

熊本市立中学校校長を
経て、2018 年度から現
職。

熊本市立小学校教頭を
経て、2017 年度から現
職。

教育長　遠藤洋路 えんどう・ひろみち
ハーバード大学ケネディ行政大学院修了。文部
科学省退職後、青山社中株式会社代表取締役
共同代表、法政大学兼任講師等を経て、2017
年度から現職。

学校教育部指導課
指導主事

佐方法隆
さかた・ほうりゅう

熊本市立中学校教諭を
経て、2016 年度から現
職。社会科担当。

「授業づくり５つの視点」図１

ICTの活用範囲を広げ、
新しい授業づくりを促す

年間計画に反映させるため
学力調査の実施を12月に変更

視点１　子どもの実態に即し、本時のねら
いに迫るめあてを示している。

視点２　授業に見通しと振り返りがある。

視点３　本時のめあてに迫る子どもたちの
主体的な活動がある。

視点４　学習意欲を高めたり、理解させた
りするための工夫がある。

視点５　子どもを認め、生かす場面がある。

＊熊本市教育委員会提供資料を基に編集部で
作成。
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　熊本市立川上小学校は市北部に位
置する中規模校で、タブレット端末

を先行導入したモデル校の１校だ。
　子どもたちは素直で何事にも真面
目に取り組み、授業でも活発に発表
している。保護者や地域も教育に対
する関心が高く、学校と地域が一体

となって子どもを育んでいる。例え
ば、２０１８年度の夏季休業中に学校
を開放して実施されたサマースクー
ルでは、民生委員などの地域人材１６
人がボランティアで学習指導にあ
たった。これは、青木透校長の発案
により実施された取り組みで、１回

　「調査結果と教材ソフトの連動が
実現すれば、苦手分野を重点的に復
習できるドリルにタブレット端末を
使って取り組むことが可能となり、
復習のためのプリント類を印刷する
手間も省け、教員の負担軽減にもな
ります。また、タブレット端末を持
ち帰ることで、家庭でもドリルの活
用が可能となります」
　

　市教委主導で、学力調査の分析と
指導ノウハウの共有を図ることも計
画中だ（図２）。以前は、市教委が学
力調査の結果を各校に伝え、それを基
に、各校が独自に授業改善に取り組
んでいたが、２０１９年度からは、市
教委がベネッセと連携して各校の結
果を分析し、成果や課題を集約して、
改善策を提言するようにする。佐

さ

方
かた

法
ほう

隆
りゅう

指導主事は次のように説明する。

　「学力調査のデータは膨大であるた
め、市教委が中心となって各教科の
分析を行うとともに、成果を上げて
いる教員の指導法を集約し、公開授
業などを通して、全校に発信してい
く予定です。各教科の研究会や識者
も交えた検討委員会を立ち上げ、授
業改善のＰＤＣＡサイクルを回してい
く体制を整えていきます」

　２０１８年１０月には、熊本大学・熊
本県立大学等と協定を結び、情報教
育の整備も始動させた。現在、情報教
育のモデルカリキュラムの構築、プ
ログラミング教育の指導法や大学と
合同の教員研修などを研究している。
　今後も、外部との連携を強化しな
がら、ＩＣＴを活用した授業づくりに
一層力を入れていく考えだ。
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◎1874（明治７）年に鹿
かの

子
こ

木
ぎ

小学校として創立。
学社融合の下、児童一人ひとりを大切にする教
育を推進。中学校区共通のテーマとして「持続
可能な社会の実現」に向けた地域活動を展開。

校長 青木　透先生
児童数 582 人　
学級数 24 学級（うち特別支援学級５）
電話 096-245-0018
URL http://www.kumamoto-kmm.ed.jp/

school/e/kawakami/

「熊本市学力調査」を中核とした学力向上プログラム図２

＊熊本市教育委員会提供資料を基に編集部で作成。
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市全体

学校別

学
校

学校
全体

学年
学級

児童
生徒

•各教科の強み・弱みの把握
　→弱点克服のためのモデル授業構築

•小学校算数における課題の把握
　→学力向上支援員の派遣

•学校の強み・弱みの把握
　→弱点克服のための取り組み

•学年や学級の強み・弱みの把握
　→各学年や学級の重点項目の設定

•各個人の強み・弱みの把握
　→個別学習の実施、学びノート教室の活用

小学校の実践

学力調査の結果を基にした
指導プランで学力の底上げを図る
熊本市立川上小学校

教諭

木村幸子
きむら・ゆきこ

教諭

長野竜弥
ながの・たつや

高学年少人数担当。

情報化推進チーム
サブリーダー。

学力調査で課題を把握し、
年間指導計画を立案

優れた指導事例を
すべての小・中学校で共有
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２時間で全２３回実施し、延べ５,４００
人以上の子どもが参加した。高学年
少人数担当の木村幸

ゆき

子
こ

先生は、学力
向上について次のように語る。
　「子どもは学習意欲が高く、地域も
学校の活動に協力的です。教員が授
業の質を一層高めることで、さらなる
学力向上につながると考えています」
　同校では、「熊本市学力調査」を指
導力向上の最重要ツールとして活用
している。その手順は次の通りだ。
　調査実施の翌月、市教委の結果分析
を受け、評価担当、教科担当、担任が
各クラスの結果を精査。課題の多い
単元や領域について、年度内での学
習内容の定着を目指し、授業で復習
する。それと並行して、学校全体の課
題を洗い出し、研究推進委員会で次
年度に向けた研究の方向性を決める。
　例えば、２０１７年度の調査結果では、
基礎・基本の定着が十分でないこと
による学力差が拡大し、思考力を問
う問題の正答率の低さが、学力の伸
び悩みにつながっていることが明ら
かとなった。そこで、２０１８年度は、
週２回の朝学習「チャレンジタイム」
の充実を図り、宿題を徹底させたほ
か、ジグソー学習やバズ学習など、
問題解決型授業に必要なスキルを学
ぶ校内研修を実施した。

　タブレット端末は、基礎・基本の
定着から思考力・表現力等の育成ま
で幅広く活用している。例えば、子
ども個々のつまずきに応じた復習プ
リントを提供する、「総合学力調査」
のウェブ分析システム「SYEN（シエ
ン）」＊２を利用し、朝学習の時間にプ
リントをタブレット端末に配信して
取り組ませている。
　「以前は、プリントを印刷して配布
していたので、手間がかかっていま
した。今は、タブレット端末上でプ

リントに取り組ませ、その状況を担
任がタブレット端末で確認できるよ
うになったので、教員の負担は格段
に軽くなりました」（木村先生）
　単元の最後に行う問題演習や朝学
習の復習などでは、「ミライシード」
も活用している（写真１）。情報化推
進チーム・サブリーダーの長野竜弥
先生は次のように語る。
　「『ミライシード』は自動で採点も
してくれます。教員は、誰がどこで
つまずいているのかに注目して答案
を見ることで、個別指導もできます
し、自身の指導の何を改善すればよい
のかも分かります。前の学年のドリ
ルもすぐにダウンロードできるので、
子ども一人ひとりの課題に応じたき
め細かい指導が可能になりました」
　市教委とベネッセの共同研究が進
み、子ども一人ひとりの学力やつま
ずきに合ったドリルが自動で配信さ
れるようになれば、子どもの主体的
な学習がより広がると期待している。

　タブレット端末の活用により、子ど
もの思考力や表現力の幅も広がって
いる。２０１８年度の６年生は、タブ
レット端末を活用して、修学旅行の
振り返りをまとめた新聞を作成した。
以前は、手書きで、掲載する写真も
教員が配ったプリントを貼っていた
ため、写真の内容をあまり選べず、

レイアウトも限定されていた。それ
が、タブレット端末で写真を取り込
めるようになったことで、子どもた
ちは自由に写真を選び、その大きさ
を変えたり、注目したい部分を拡大
したりするなど、見せ方にも工夫を
凝らしていたという（写真２）。
　「子どもたちの自由な発想には、私
自身も学ぶことが多くあります。新
聞作りの過程では、修学旅行で学ん
だことの振り返りにとどまらず、表
現力や創造力の面でも学びの深まり
を感じました」（長野先生）
　子どもの学習意欲の高まりは、子ど
もへのアンケートからも見て取れる。
「授業が分かりやすくなった」「活動に
集中できるようになった」「自分の考え
を表現しやすくなった」「自分の弱点
が分かって復習がしやすくなった」と
いった声が多く上がっているという。
　「熊本市学力調査」の活用により、
子どもの学力は着実に向上している。
２０１７年度は市平均を上回る学年や教
科があった。一方で、学力差が依然
として見られることから、引き続き
「SYEN」や「ミライシード」を活用し、
より一層個に応じた指導を実施して
いく方針だ。

写真１　タブレット端末で算数の問題に取り組む
子どもたち。プリントの配布の手間だけでなく、自
動採点で教員の負担が軽減された。

写真２　子どもたちがタブレット端末を活用して
作成した修学旅行で学んだことを伝える新聞。
吹き出しをつけたり、文字の色を変えたりと工
夫が見られる。（学校提供資料をそのまま掲載）
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第７回

熊本県熊本市
ICT活用

教委と現場で進める

学力向上への
ステップ

タブレット端末の活用で広がる
子どもの思考力や表現力

基礎・基本の定着を目指した
ドリル学習

＊２　「総合学力調査」の結果をウェブ上で分析できる学力分析システム。観点・領域別だけでなく、単元ごとの分析も可能で、個々の学力状況を詳しく分析できる、結果データ
のダウンロードや印刷も可能である、といった特徴がある。
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妹尾　横浜市教育委員会（以下、教委）
では、学校の働き方改革をどのよう
に進められていますか。
島谷　本市では、２０１３年度に市立学
校の教員の業務実態調査を実施しま
した。その結果を基に、夏季の学校
閉庁日の設定、職員室業務アシスタ
ントの配置など、教員の負担軽減に
努めてきました。当初の目的は、業
務を効率化し、子どもと向き合う時
間を増やすことにあったため、長時
間労働の抜本的な解決には至ってい
ませんでした。そこで、多面的に施
策を展開するとともに、働き方そのも
のに踏み込み、教員の意識転換を図
る必要があると考え、２０１７年度末に
まとめたのが「教職員の働き方改革
プラン」です。４つの戦略の下に４０
の施策の計画を立てました（図）。業
務支援システムの構築や専門スタッ
フの活用など予算のかかる施策も、今
後の展開を考えて盛り込んでいます。
妹尾　すぐには難しくても、必ず実
行するという決意の表れですね。プ

ランはどのようにつくられましたか。
島谷　教委のほぼ全課の担当者が
入ったプロジェクトチームを組み、
議論を重ねました。施策によって担
当する課は異なりますが、各課が当
事者意識を持ち、連携することが大
切だからです。そうでないと、例えば
時間外勤務の縮減を図る一方で、教
員の負担増につながる学力向上施策
をいくつも課すといった矛盾が生じ、
現場の混乱を招きます。このほか、
担当者が分担して学校を訪れ、管理
職だけでなく、新採から子育て世代、
ベテランまで、幅広い層の教員と直接
話して、実態や要望をつかみました。
妹尾　管理職にとどまらず、若手教
員の声を聞くのは重要だと思います。
育児などで時間の制約がある方もい
ますし、教委が学校を訪れるという
のもポイントですね。

妹尾　施策の手応えはいかがですか。
島谷　実施から１０か月ほど経ちまし
たが、学校の留守番電話の設定は、

効果がすぐに表れた施策の１つです。
実施の有無や設定時刻は学校の判断
に委ねたところ、現在の実施率は小
学校が９割、中学校は４割弱です。「授
業準備に集中できる」などの声が上
がっています。
妹尾　緊急時の対応を危惧して、留
守番電話に切り替えられないという
声をよく聞きますが……。
島谷　本市では、あらかじめ教委の
担当者が全区の連合町内会を訪れて
趣旨を説明し、保護者には教委名義
の文書を配布して理解を求めました。
実施後、特に反対意見もなく、問題
も起きていません。まずは数校でも
試行することが大切だと実感してい
ます。「やってよかった」という声が
他校での導入を後押ししますし、時
間外勤務の縮減や業務内容の変化と
いった成果を数値化すれば、予算確
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第4回
神奈川県横浜市教育委員会の取り組み

まず一歩を踏み出して、
現場とともに進む
509 校の市立学校を有する横浜市では、2018 年 3月、
「横浜市立学校　教職員の働き方改革プラン」を策定しました。
「先生のHappy が子どもの笑顔をつくる」を合言葉に、
留守番電話の設定や職員室業務アシスタントの配置など、
40の施策に取り組んでいます。実施にあたって留意したこと、
施策の推進状況、成果などを伺いました。

学校マネジメントコンサルタント
文部科学省
学校業務改善アドバイザー

妹尾昌俊　せのお・まさとし　

（株）野村総合研究所を経て、2016 年に独立。
全国各地の教育委員会、校長等向けに講演・
研修等を行っている。中央教育審議会委員。
埼玉県、高知県、横浜市等の学校業務改善
アドバイザーも務める。

全課の入ったチームを編成
多様な年代の教員の声を反映

プラン立案の経緯

創造的　　　　　　　のすすめ働 き 方 改 革 ─実践の第一歩─

学校が実施しやすいよう
環境づくりに注力

プランの成果と課題

横浜市教育委員会
事務局総務部
教育政策推進課

島
し ま た に

谷千
ち

春
は る

担当課長

お話を伺った方
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保に向けた有力な材料になります。
妹尾　「子どものため」を理由に見直
しを止めず、教委が実施できる環境
づくりをしっかり行った好例ですね。
島谷　予想以上の成果を感じている
のが、職員室業務アシスタントの配置
です。すべての業務を自分１人でこ
なそうとせずに分担する、という発
想が先生の中に生まれ、作業を他者
に依頼するために時間管理の意識が
高まったという声をよく聞きます。
妹尾　施策そのものによる削減時間
は少しでも、働き方への意識の変化が、
結果的に勤務時間の縮減につながる
はずです。とても重要な効果です。
島谷　試行中のフレックスタイム制
度は難しさもありますが、新たな組織
のあり方を模索する契機となってい
ます。学級担任が利用する場合、朝の
会は専科教員や非常時講師などに代
替してもらいます。そこで複数の目で
子どもを見る大切さに気づき、副担任
制を検討する小学校も出てきました。
妹尾　チームで動き、効果的かつ効
率的に教育活動を行うという意識が
うかがえます。一方で、課題はあり
ましたか。
島谷　民間の外部人材の活用を前提

とする施策の場合、人材確保の方法
が課題です。特に子どもと接する各
種の支援員は、誰でもよいわけでは
なく、専門的な知識・技能が必要な
場合もあるため、難易度が上がりま
す。また、全校一斉に行う施策と、
学校の裁量で行う施策の見極めが難
しいと感じています。例えば、部活
動休養日は、実施していない学校が
あると不公平感につながるので、ルー
ルを統一して全校実施としました。
一方、学校閉庁日や留守番電話の設
定は、学校裁量としました。

妹尾　施策の実効性を高めるには校
長の役割が大きいですが、働き方改

革への意識はまちまちだと思います。
その意識改革はどう促していますか。
島谷　他校の状況を伝えることです。
月１回、各区の市立学校の校長が集ま
る会議で、働き方改革も話題に取り上
げています。直接話すことで、細かい
方法まで共有できます。また、「働き
方改革通信：Smile」を月１回発行し、
施策の進捗と各校の実践を「見える
化」して共有しています。保護者との
連絡に電子申請システムを利用する
方法など、今すぐできる取り組みや、
具体的な効果を中心に伝えています。
妹尾　通信を拝見しましたが、時間外
勤務が月８０時間を超えた教職員や、
市の目標である１９時までに退勤した
教職員の割合を毎月報告しているの
は、意識改革につながると思います。
島谷　「１９時退勤」を目標としたの
は、「時間外勤務月８０時間以内」を直
感的にイメージしづらいからです。本
当は１８時としたいのですが、ちょっ
と頑張れば届く中間目標も大切と考
えて、少し現実的な時刻にしました。
妹尾　そのようにして、国の方針を
学校現場に即して解釈して伝えるの
が、教委の役割だと思います。
島谷　今年１月に出された中央教育
審議会の答申＊１やガイドライン＊２を
市の施策にどう落とし込むかは、今後
の課題です。また、教委主催の行事の
精選にも着手しました。
妹尾　どの自治体も深刻な教員不足
で、子育てや介護などと両立可能な職
場にすることが、結果的に他の先生の
勤務環境改善にもつながります。教育
委員会が働き方改革を推進し、学校
を支援していただきたいと思います。

＊１　2019年1月に出された「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方策について（答申）」のこと。
＊２　2019 年 1月に出された「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドライン」のこと。
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横浜市が実施する教職員の働き方改革に関する主な施策（抜粋）図

施策名 開始年度 概要

学校閉庁日の実施 2013
8月の 2週間を学校閉庁期間に設定。2017年度は小学校98％、中
学校84％が実施。2018年度からは冬季も4日間を設定。

職員室業務
アシスタントの配置

2015
職員室での事務業務（印刷、電話・来客対応など）を支援する非常
勤職員を2017年度は30校に配置。2019年度全校に配置予定。

部活動休養日の設定 2015
週に平日１日以上、土日どちらか1日以上を部活動休養日として、
2018年度から全中学校で実施。

勤務時間外の
留守番電話の設定

2017
勤務時間終了時刻（標準的な終了時刻は16時 45分）以降に留守番電
話を設定。2018年度は約70％が実施。開始時刻は18～19時が多い。

部活動指導員の配置 2017
部活動指導員の任用に関する要綱を整備し、2018年度は中学校に約
50人を配置。

ICカードによる
出退勤記録

2018
教職員庶務事務システムを導入。2018年度からはＩＣカードで出退
勤を記録。

小学校高学年における
一部教科分担制の導入

2018
小学校高学年において、担当教科を分担する一部教科分担制とし、
チームによる学年経営を円滑に進める。

フレックスタイム
制度の導入

2018
始業・終業時刻の一律扱いを見直し、時差通勤の制度を導入。49校
が試行中。

横浜市教育委員会のホームページでは、「横浜市立教職員の働き方改革プラン」や「働き方改革通信：
Smile」の詳細をご覧いただけます。
＊横浜市教育委員会提供資料を基に編集部で作成。

時間外勤務は減ったのか？
施策の実施状況や成果を発信

今後の展望

KEY POINT 横浜市教育委員会の施策の注目点

1 若手教員や子育て世代の意見を聞き、施策に反映

2 まずは試行し、成果とエビデンスを得る

3 実践例と施策の状況を、校長会や「働き方改革通信」で共有

横浜市　教職員の働き方改革 検索
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◎本自治体では、タブレット型ＰＣを活用した授業方法の
改善に取り組んでいます。特集を読み、担当教員の意欲や
技能に差があり、学校全体の研修体制の構築が難しいと感
じました。教員・生徒が「いつでも・どこでも・だれでも」
使える環境をつくることが必要です。外部助成金などを導
入して、一歩ずつ進めていく予定です。　　　　　（千葉県）

◎ＩＣＴ教育の推進に多額の予算がかかることは厳然とし
た事実で、教育長の理解や首長部局との折衝などが必要で
す。我々教育委員会は、事務局として学校現場を支えるた
めに何を行うべきか、特集の埼玉県さいたま市教育委員会
の細井博幸係長のインタビューから、多くの示唆をいただ
きました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（青森県）

◎特集の事例・東京都文京区のR-PDCAプロジェクトは、
非常に理にかなっているものでした。教員がＩＣＴの活用
方法を理解すると、自分が作成した教材にＩＣＴを取り入れ
る手立てを考えられます。今後は、中学生の学習成果を地
域に還元するシステムを導入できれば、地域にも理解を得
られ、地域連携にまで発展できると思いました。　（千葉県）

◎特集の兵庫県淡路市の事例では、意欲的な教員から全校
へと広げていくために、学校ではなく教員個人にスポット
をあてたところが斬新でした。最新のＩＣＴに精通してい
る管理職は、少ないと思います。専門的な知識と興味・関
心のある教員には、願ってもないチャンスであり、校内に
与える影響も大きいでしょう。　　　　　　　　（神奈川県）

◎「自分は、授業でＩＣＴを利活用できるのか？」と、不
安に思っている教員が多いのではないでしょうか。そうし
た先生方の背中を押すためにも、教育委員会が早急に、常
勤のＩＣＴ支援員を各校に配置すべきだと考えます。また、
各校は、ＩＣＴ活用のねらいとエビデンスを明確にして取
り組むことが重要だと思いました。　　　　　　　（新潟県）

◎連載「Leader’s VIEW」の兵庫県尼崎市教育委員会の松
本眞

しん

教育長の話が心に響きました。エビデンスを整理しつ
つその方法を理論化し、他校に広げやすい形にするのは見
習いたい点です。また、学校だけで完結するのではなく、
様々な機関と連携したり、業務を効率化したりすることが
鍵になるという点にも納得しました。　　　　　　（岐阜県）

◎連載「データで教育を読む」を毎号楽しみにしています。
今号のような教育改革の賛否について、本校の保護者にも
アンケートを取ったらどうなるか、と考えさせられました。
いずれにしても、「改革内容まで理解していれば賛意がよ
り高まる」はずなので、折に触れて、学校としてもその役
割を果たしていこうと思いました。　　　　　　　（山形県）

◎連載「学力向上へのステップ」で、埼玉県羽
は

生
にゅう

市教育
委員会がR-PDCAサイクルを構築して、授業改善を進め
ている点が参考になりました。本校では、日々の授業で丁
寧に指導したくても、時間数に追われて指導しきれていな
いのが現状です。教員の数を増やせれば児童の実態に応じ
て充実した指導ができると思いながら、校内の限られた教
員シフトをいろいろ工夫して配置しています。　　（岐阜県）

◎連載「創造的働き方改革のすすめ」の妹
せの

尾
お

昌俊氏の提案
がいつも参考になります。校内で、長時間労働の是正に
ついて案が出ても、最終的には二の足を踏むような意見が
出て、前に進まないことがあります。そこから一歩踏み出
す上での具体的な提案が示されているので、「まずは実行」
という思いが強くなります。　　　　　　　　　　（青森県）

◎連載「近未来展望」で紹介された國學院大學の田村学教
授のメッセージを読み、田村教授が教科調査官を務めてお
られた頃の指導を思い出しました。「知識の構造化」を通
した深い学びの実現についてや、各教科の具体的な例につ
いても、貴誌で掲載されることを期待しています。（鳥取県）
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2019 年１月に中央教育審議会が答申した働き方改
革の方策では、残業時間の上限を原則月45 時間、

年 360 時間以内としました。実現には程遠いという声を多く聞く
中、いかに実効性を高めていくかが今後の課題です。教育委員会
や学校はもちろん、保護者や地域も巻き込み、歩調を合わせて意
識改革を進めることが重要だと感じました。働き方改革に対する
社会全体の関心は高く、追い風となっている今がチャンスです。一
個人としても、何ができるかを考えたいと思います。（久保木）
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E_P32.indd   32E_P32.indd   32 19/02/27   13:1619/02/27   13:16

https://berd.benesse.jp/


E_H2.indd   16 19/02/26   16:22

　様々なところで情報化・機械化が
進む現代社会では、急激な変化が続
いています。未来を生きる子どもた
ちは、そうした変化に対応し、主体
的に行動していかなくてはなりませ
ん。そこで重要になるのが情報活用
能力であり、その育成のポイントは
２つあると、私は考えています。
　１つは、情報と情報技術を適切に
活用するための知識と技能の育成で
す。小学校の新学習指導要領の下で
はプログラミング教育が必修化され
ますが、そうした学習はもちろん、
キーボード操作や表計算ソフトなど、
より基礎的な練習を積ませることも
大切になります。もう１つは、①情
報の収集、②収集した情報の整理・
分析、③まとめ・表現といった問題
解決・探究における情報活用プロセ
スの習得です。それらは、課題解決
の基本的なプロセスでもあり、社会
における汎用性があります。社会の
変化によって生じた新たな課題と向
き合い、自分で解決策を見つけるた
めに、一層重要になるでしょう。小・

中学校の新学習指導要領では各教科
に「学習過程」「探究の過程」が示さ
れています。それは、情報活用プロ
セスの重視の表れだと、私は捉えて
います。また、子どもが情報活用プ
ロセスを身につけてこそ、タブレッ
トＰＣといったＩＣＴ活用の効果も発
揮され、情報活用能力が総合的に高
まっていくのではないでしょうか。
　課題解決というと壮大な取り組み
をイメージしがちですが、実はどの
教科・単元でも、子どもの情報活用
プロセスへの意識づけは可能です。
例えば、算数の約分の単元では、「約
分の仕方」が課題であり、１２／18の

約分では最大公約数の６で割るのが
解決策です。ただ、２や３で割る例
があってよく、子どもが様々な約分
の例を効率性という観点で比較して
みる活動など、情報を「整理・分析」
する場を設けることが大切です。
　情報活用プロセスは、情報技術よ
りも習得に時間がかかります。そこ
で、教育委員会には、全教科で適切
な意識づけが図れるよう、教科合同
での研修を促していただきたいと思
います。情報モラルやプログラミン
グはもちろん、情報活用プロセスも、
近未来を担う人材にはしっかり身に
つけてほしいと願っています。
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情報活用プロセスへの
意識づけが、課題解決
できる人材育成の
東京学芸大学　教育学部　総合教育科学系　准教授
高橋　純　たかはし・じゅん

横浜国立大学大学院教育学研究科修士課程修了後、富山大学大学院理工学
研究科博士後期課程修了。博士（工学）。専門は、教育工学、教育方法学。富
山大学人間発達科学部准教授などを経て、現職。文部科学省「２０２０年代に向
けた教育の情報化に関する懇談会・基本問題検討ワーキンググループ」委員等
を歴任。共編著に『初等中等教育におけるＩＣＴ活用』（ミネルヴァ書房）など。

１９４９（昭和２４）年、東京都内の旧制・師範学校を統合し、教育学部のみの
国立単科大学として発足。現在は、５課程、１研究科を擁する。

近 未 来 への 布 石 　情報活用プロセスの研修

教育研究者からのメッセージ

東京学芸大学プロフィール

高橋先生が指導する愛知県春日井市では、ＩＣＴの活
用を推進する学校に市内の教員が集まり、研修を行っ
ている。研修の場となる学校の１つ、同市立出

で

川
がわ

小
学校では、情報活用プロセスの意識づけにも力を入
れ、ノートに「課題の設定」「情報の収集」「整理・分析」
「まとめ・表現」というシールを貼り、書く内容を整
理している（写真）。そうしたノート作りは、研修を
通して他校にも普及しつつあるという。
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